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ール、およびそれに基づく伝統的訴権法理（the classical doctrine in regard of the right 





1855 年船荷証券法（Bill of Lading Act 1855）を経て、現行の 1992 年海上物品運送法
（Carriage of Goods by Sea Act 1992）による成文法上の解決が提供されている。しかし、
これらの法律の適用対象は船荷証券などの運送書類が発行される場合の荷受人・所持








736 頁“right of action”項目を参照）。 
2この表現は、1976 年の The Albazero 事件判決において Michael Mustill Q.C.が用いたものである（See 
[1977] A.C. 774, p.828）。この判例はイギリスの運送契約において、貨物の滅失・損傷につき運送人


































                                                          
4
1855 年船荷証券法の適用範囲は船荷証券所持人に限定され、その改正法である 1992 年海上物品運
送法は船荷証券以外に海上運送状（sea waybill）および船舶荷渡指図書（ship’s delivery order）にも
適用されている。詳細は本稿第二部の第 3 章を参照。 
5なお、FOB 契約のもとで譲渡不能な船荷証券が発行され、物品上のプロパティが運送人に運送品を
交付する時に証券に記名された荷受人（買主）に移転する場合にも、陸上運送と同じ訴権理論に依
拠していると指摘されている（ See ChrisCashmore,Title to Sue on a Contract of Carriage in 





第 1 章 イギリス運送契約の基本構造および 






















を運送人に交付する者（one who dispatches goods to another on consignment）を意味して
                                                          
6物品運送の委託名義者という表現は、村田治美『運送法の研究』（有斐閣 , 1972）3 頁以下による。 
7イギリス法では consignor と当該運送契約の委託名義者とが観念的に異なる存在であることについ






















                                                          
8
 See “consignor” at Black’s Law Dictionary, 10thed.(2014), p.373. また、アメリカの統一商法典（Uniform 
Commercial Code）の§7-102(a)(4)条および 1916 年の連邦船荷証券法（Federal Bills of Lading Act）の
§80101(2)における consignor の定義（"consignor" means the person named in a bill of lading as the person 
from whom the goods have been received for shipment.）も、イギリス法の上述した解釈と一致している
（下線は筆者が付した）。なお、これはハンブルグ・ルールにおける実際荷送人（any person by whom 
or in whose name or on whose behalf the goods are actually delivered to the carrier）に類似する概念である
といってよいであろう。 
9
 Brian Harries, Ridley’s Law of the Carriage of Goods by Land, Sea and Air, 8thed.(2010) p.9. 
10
 See Otto Kahn-Freund, The Law of Carriage by Inland Transport, 4thed.(1965), p.193. 
11
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.193. 陸上運送分野で最も古い判例は 1600 年の Southcote’s Case
事件（(1600) 4 Co. Rep. 83）であり（See H. G. Beale et al., Chitty on Contracts, Vol.2, 32nd ed. (2015) 
para.36-002, p.644）、海上運送分野で運送人の責任が最初に裁判されたのは 1671 年の Morse v Slue
事件（(1671) 1 Ventris Rep 190）であるとされる（See Martin Dockray, Cases & Materials on the Carriage 
of Goods by sea, 3rd ed.(2004) p.24）。 
12

















1 明示的運送契約――「特別な契約（special contract）」 
イギリスの物品運送においては、運送人と荷送人・荷受人間の権利義務は、大多数
の場合に運送契約をその根拠としているが、これは必ずしも明示的な契約（express 
                                                          
13たとえば、1830 年の運送人法（Carriers Act 1830）、1965 年の道路運送法（Carriage of Goods by Road 
Act 1965）、1967 年の陸上運送法（運送人の責任）（The Carriage of Goods by Land (Carriers' Liabilities) 
Act of 1967）および 1979 年の航空および道路運送法（Carriage by Air and Road Act 1979）などがある。 
14
 See Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.193. 
15船荷証券の権原証券性を認めた判決は、1794 年の Lickbarrow v Mason (1794) 5 Term Rep. 683 事件
である。これについての詳細は本稿第一部の第 2 章を参照。 
16ここでの“property in the goods”は、イギリス財産法において、基本的に、物品の所有権に相当する





本稿第一部の第 2 章の 2 を参照）。なお、イギリス法のこれらの伝統的な法概念が必ずしも明瞭で
ないことについて言及した近時の日本語文献として、増田史子「船荷証券所持の法的意義」がある






















                                                          
18
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.193. 
19プライベート・キャリアとは、物品運送の委託を受ける義務を負うことなく、自己の選択で荷主か
ら物品を受け取って、個々の荷主と個別的に運送契約を締結する運送人のことである（See H. G. 
Beale et al., op. cit.(note 11), para.36-017, p.652）。 
20コモン・キャリアとは、運送スペースがある限り、彼を使用することを欲するすべての者に対して
差別なく、物品の運送を有償で引き受けることを、口頭または行為により広く表明し、かつ、この
ようなビジネスを日常的に行っている運送人のことである（See H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), 
para.36-007, p.647）。 
21
See Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.210. 
22
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.200. See also H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.36 -012, p.650. 
ただし、その特別な契約の条項にカバーされていない事項に関しては、コモン・キャリアの地位が
維持されることとなる（See Malcolm A. Clarke, International Carriage of Goods by Road CMR, para.222）。 
23















ている26。このような理論構成を示した重要な先例として、1770 年の Davis and Jordan 
v James
27事件、および 1787 年の Moore v Wilson28事件が挙げられる。 




本件では、荷送人 X らが荷受人 A 宛ての物品運送をコモン・キャリア Y に委
託し、かつ、運賃および費用を支払った。その後、物品が運送途中で滅失したた
め、X らは Y を相手に訴えを提起し、その結果として自己に有利な裁定（verdict）
を得た。これに対して、Y は、物品所有権の移転時期について判示したいくつか
の判例を引用して、本件物品が交付された時に物品の所有権が X から A に移転し
                                                          
24この点を指摘するものは、The Albazero [1977] A.C. 774, per McNair J., p.793 がある。 
25
 Raoul Colinvaux, Carver’s Carriage by Sea, 13 th ed. (1982) para.60, p.45. See also Dunlop v Lambert 
(1839) 6 Cl.& F.600, per Lord Chancellor, pp.626-627. また、後述する［判例 1］と［判例 2］の判旨
を参照。 
26この点を指摘するものとして、Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.210、および Brian Harries, 
op.cit.(note 9), para.1.3, p.9 がある。 
27
 (1770) 5 Burr. 2680. 
28
 (1787) 1 Term Rep. 659. 
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告 X は、自己が運賃を支払ったことを約因として、Y に荷受人 A（買主）までの
物品の運送を約束させたと述べた。これに対して、被告 Y は、A と X の間では本
件運賃を A が負担するとの合意があったことを立証し、原告 X の陳述を覆すこと
ができると主張した。この争点につき、王座裁判所は、本件の運賃を最終的に荷
受人 A が負担することは荷送人 X（売主）と荷受人 A（買主）との間の合意であ
り、その合意は荷送人 X と運送人 Y の間での問題を左右するものではないと判示
した。また、裁判所は［判例 1］の判旨を参照し、たとえ荷送人 X が物品の所有
権を A に移転させたとしても、X は自己と運送人 Y との間での運送に関する合意
に基づいて Y を訴えることができると判示した。要するに、荷送人の運送人に対
                                                          
29

























コモン・キャリアは、現在ではかなり減少しているが、18 世紀から 19 世紀にかけ
てのイギリスの運送業界においては重要な地位を占めていたことは前述したとおりで
                                                          
30荷送人と運送人の間での特別な契約において、通常、荷送人による運賃の支払いが合意されている
ことについては、本稿の注 49 を参照。 
31
 See Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.201. 
32この点は、Diplock 判事が The Albazero 事件の審理において過去の関連判例について指摘している





















                                                          
33コモン・キャリアは、18 世紀のイギリス法によってその地位および責任が規律されはじめ、19 世
紀になると運送業界で支配的地位を占めるようになった。ところが、19 世紀後半から 20 世紀半ばに
かけて、コモン・キャリアの古い慣習およびコモン・ロー上の重い運送人の責任が、判例および成
文法により廃止される傾向がみられ、現在の陸上運送分野でコモン・キャリアはほとんど消滅した
といわれる（See H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.36-002, 36-010,36-026, pp.644, 649, 656. See also 
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), pp.201-209）。 
34
See Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.193. See also Raoul Colinvaux, op.cit.(note 25), p.45. See also 
Brian Harries, op.cit.(note 9), para.1.3, p.9. See also The Albazero [1977] A.C. 774, p.831. 
35イギリス法では、一つの契約を成立させるためには、約束者に対して約因を提供することが必要で
あるという約因の原則が存在している。なお、約因の原則と契約上の訴権の関係については、本稿
第二部の第 1 章の 2（1）で検討する。 





























                                                          
39この点は、Diplock 判事が The Albazero 事件の審理において過去の関連判例について指摘している
（See [1977] A.C. 774, p.842）。 
40この一般原則は、18 世紀後半のコモン・ローにおいて確立された（この点は 1977 年の判例 The 
Albazero [1977] A.C. 774, p.826 で指摘されている）。その後、成文法である 1893 年物品売買法 18 条
5 項 2 号およびその改正である 1979 年物品売買法 18 条 5 項 2 号もこの原則を定めている（同条は改
正による変更なし）。 
41
See Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.193. See also Raoul Colinvaux, op.cit.(note 25), p.45. See also 
Brian Harries, op.cit.(note 9), para.1.3, p.9. See also H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.36-043, p.669. 
See also F.H. Lawson & Bernard Rudden, op. cit.(note 16), p.58. 
42
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.210. また、Brian Harries, op.cit.(note 9), p.9、および H. G. Beale et 
al., op. cit.(note 11), para.36-043, p.669 にも同旨の指摘がなされている。See also The Albazero [1977] 







上運送に関する 1799 年の Dawes v Peck44事件、1803 年の Dutton v Solomonson45事件、
および海上運送に関する 1825 年の Fragano v Long46事件が挙げられる。 






本件では、売主 X が買主 A の指図に従い、二つの樽のジンをコモン・キャリア










れ、本件訴訟を棄却した47。これに対して、X は、王座裁判所（Court of King's Bench）
                                                          
43
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.210.  
44
 (1799) 3 Esp. 12; (1799) 8 T. R. 330. この事件の詳細は、本章の 2（1）①で検討する。 
45
 (1803) 3 B.& P. 582. 
46
 (1825) 4 B. & C. 219. 
47
 See Dawes v Peck (1799) 3 Esp. 12, per Lord Kenyon, p.14. なお、Kenyon 判事は、本件で荷送人 X に
荷受人 A と同様の訴権を認めないのは、「社会通念、公正、および厳格な法律（strict law）」の基
17 
 
に再審を求めた。X は、荷送人の訴権を認めた 1770 年の Davis and Jordan v James




















                                                                                                                                                                      
準からして、運送人 Y を二重訴訟の危険のもとに置かないように考慮したからであるとも述べてい
る（See Dawes v Peck (1799) 8 T. R. 330, per Lord Kenyon, p.333）。 
48
 See Dawes v Peck (1799) 8 T. R. 330, pp.333-334. 
49






51判旨に関してこの点を指摘するものとして、James O. Pierce, Consignee's Right of Action against 




inference; ordinary circumstances）」として、19 世紀の多くの類似の事件に関する判例52
で引用されている53。 





















                                                          
52この点を示した判例は、Stephenson v Hart and Waterhouse(1828) 4 Bingham 476, per Gaselee J., p.487、
Heugh v London & North Western Railway Co. (1869-70) L.R. 5 Ex. 51, per Martin B., pp.57-58、Cork 
Distilleries Co. v Great Southern & Western Railway Co. of Ireland (1874-75) L.R. 7 H.L. 269, per Justice 
Mellor, p.277; per Lord Hatherley, p.281、The Albazero [1977] A.C. 774, per Brandon J., pp.785-786; per 
Lord Diplock, pp.842-843、および Texas Instruments Ltd v Nason Europe Ltd [1991] 1 Lloyd’s Rep. 146, 
pp.148-149 などが挙げられる。 
53この点を指摘するものとして、Chris Cashmore, op. cit.(note 5), p.497 がある。 
54
 See Dutton v Solomonson(1803)3 B. & P. 582, per Lord Alvanley Ch. J., p.584.傍点は筆者。 
55この点は、Dutton v Solomonson 事件で、被告側の弁護士が Dawes v Peck 事件を引用したときの見解
である（See (1803)3 B. & P. 582, p.584）。また、Dawes v Peck 事件の判旨をまとめた判例誌 Term Reports
の編集者も、「荷受人が指定したある特定の運送人（a particular carrier, by order of the consignee）」

















なかった。運送途中で、船主 Y の過失により物品が損傷したため、X が Y に対し
て引受違反訴訟を提起したところ、Y は、荷送人 A に対してしか運送契約上の責
任を負っていないと主張して、X の訴権の存在を争った。この争点に関して、王





                                                                                                                                                                      
判事も Dawes v Peck 事件の判旨につき同様に解釈していた（See (1842) 3 Q.B. 483, per Patteson J., 
p.487）。 
56この点は、Coats v Chaplin 事件の Wightman 判事によって指摘されている（(1842) 3 Q.B. 483, per 
Wightman J., p.491、同事件の事実と判旨の詳細は次項の②を参照）。 
57荷送人による運賃の支払いが、荷送人が運送契約上の当事者となってその契約上の訴権を享有する
ための一つの要件であることに関しては、本章で前述した［判例 1］と［判例 2］を参照。 
58
 See Fragano v Long (1825) 4 B. & C. 219, per Holroyd J., pp.222-223. 
20 
 





















                                                          
59同判旨に関してこの点を指摘するものには、Tronson v Dent (1853) 8 Moore, P. C. 419, per Sir John 
Patteson, p.437 がある。ちなみに、本件のもう一つの争点は、A と X の間で合意された物品代金支払
条件（物品が陸揚港到着の三か月後に支払う）が X の訴権享有のために必要な条件であるか否かで
あったが、これについて裁判所は否定的な立場をとっていた。  








年の Swain v Shepherd63事件および 1842 年の Coats v Chaplin64事件がある65。 





本件では、売主 X は買主 A の注文書に従って、物品を指定された運送人 Y の
荷馬車にて発送した。その後、物品が運送の途中で滅失したため、X は Y に対し
て物品損害の賠償を求めて訴えを提起した。そこで、被告 Y は［判例 3］の法理











権は A が物品を受け取り、かつ、承諾するまでは A に移転しない」66と判示し、
最終的に X の訴権を認めた。 
［判例 7］：1842 年の Coats v Chaplin 事件 
                                                          
62
 See H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.36-043, p.669. 
63
 (1832) 1 Mood. & R. 223. 
64
 (1842) 3 Q.B. 483. 
65この二つの事件の詳細は、本章の 2（1）②で検討する。 
66








本件では、買主 A の代理人が製造業者 X に口頭で本件運送品である商品を発注
したものの、物品の運送に関して A から何らの指示もされなかった（No order was 
given as to sending the goods.）。ところが、X は、本件物品を鉄道のコモン・キャ
リアである運送人 Y に交付し、A までの運送を委託した。その後、物品が Y の過
失により滅失したので、X は Y に対して物品損害に関する損害賠償を請求した。
これに対して、Y は、荷送人 X は本件物品の売買契約を有効にするためにその権
能においてすべてを実行しており、すでに物品上の所有権を移転させていると主
張し68、また、［判例 4］の判旨を引用して、X が Y に物品を交付したのは荷受人
A のためであるから、本件訴訟を提起できるのは X ではなく A であると主張した
69。この Y の主張に対して、二審の女王座裁判所（Court of Queen's Bench）の




of conveyance）に関する何らの明示的指図もなされておらず、また HartvSattley 事
件70のような、運送に関するいつものやり方というものも存在しなかった」71と指
摘した。また、同事件の Patteson 判事も同様の意見を述べたうえで、本件におい




と判示した（See Coats v Chaplin (1842) 3 Q.B. 483, per Lord Denman C.J., p.489）。 
69被告 Y のこれらの抗弁は一審（Middlesex sittings in Trinity term 1841）の Wightman 判事によって却
下されたが、Y はこれを不服として同様の理由をもって女王座裁判所に控訴した（See Coats v Chaplin 
(1842) 3 Q.B. 483, pp.484-485）。 
70この事件では、売主が同じ買主との間で常に利用している運送人に物品を交付していたことから、
この交付が荷受人に対する物品の交付になるという構成が認められたものである（See Hart v Sattley 
(1814) 3 Campbell 528, per Chambre J., p.529）。 
71




























                                                          
72
 See Coats v Chaplin (1842) 3 Q.B. 483, per Patteson J., p.490. 
73
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.211. 
74









ような理論構成を示した代表的な判例として、1833 年の Freeman v Birch77事件および
1901 年の The Winkfield78事件を挙げることができる。 








判所が X の請求を認める判断をしたところ、Y は、［判例 3］および［判例 4］
を援用し、本件では物品の所有権者であり荷受人である A によって訴えが提起さ
れるべきであり、X は訴権を有していないと主張して再審を申し立てた。この主
張について、Littledale 判事は、「仮に完全な売買（a complete sale）である場合に
は、物品上のすべてのプロパティ〔すなわち所有権〕が売主〔荷送人〕から移転
するが、本件では、ある特別財産権（a special property）79が未だに荷送人 X に残
されている」80と指摘し、Y が引用した二つの事件とは事案において相違するこ
とを示した。さらに、Parke 判事は、運送契約上の訴権の所在について、「誰が運
                                                          
76
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), pp.211, 212. See also See Brian Harries, op.cit.(note 9), para.1.3, p.9.  




[1902] P. 42. 
79「特別財産権（special property）」というのは、その保有者が限定的かつ一時的な権利しか有して
いない財産権である（小山貞夫編『英米法律語辞典』（研究社, 2011）1049 頁“special property”項目
を参照）。本件で X が本件物品の所有権者である A から預けられた服の安全な返還について責任を
負うから、ここでいう「特別財産権」は服に対する占有権を指している。  
80





告 X が本件の運賃を支払った。運送人を使用したのは物品所有権者 A ではなく、
物品のリスクもそれが A に引渡されるまでは受寄者である X にある」82と述べ、
荷送人 X が受寄者として運送人に対して訴権を有するものと判示した。 



















                                                          
81




 [1902] P. 42. 
84
See The Winkfield[1902] P. 42, per Chief Justice Holmes, p.45. 
85その原因としては、侵害された動産は、受寄者の所有物とみなされているからである（See The 











































































                                                                                                                                                                      
寄託者のために有しており、第三者はすでに受寄者に弁償したことをもって寄託者に対抗すること


























                                                          
86
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.194. See also H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.36-043, p.669. 
See alsoNorman Palmer, Bailment, in English Private Law (Andrew Burrows ed., 2007), para.16.01, p.1132.  
87イギリスで運送関係が登場した時期は 17 世紀前後であり（この点は本稿注 6 を参照）、ローマ法
から契約理論を受け入れて最終的に確立したのは 19 世紀であった（沢木敬郎「第三者のためにする
契約の法系別比較研究」比較法研究 13 号（1956）50 頁を参照）。 
88
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.194. 
89




























                                                          
90
 See H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.36-043, p.669. 
91
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.194. 
92
ibid. 
93この点を指摘するものとして、The Albazero [1977] A.C. 774, per Lord Diplock, p.841 がある。 
94























                                                          
95
 See The Albazero [1977] A.C. 774, per Lord Diplock, p.842 . 
96
See Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.195. 
97
 See Norman Palmer, op. cit. (note 86), para.16.02, p.1132. See also Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), 
p.195. 
98「特別な契約」である運送契約が締結される場合、運送人の責任の範囲は、その契約の定めにより




が課されている。この点について詳しくは、Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), pp.196-200 を参照。 
100




























                                                          
101
 See Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.210. See also Brian Harries, op.cit.(note 9), p.9 . See also The 
Albazero[1977] A.C. 774, per Lord Diplock, p.842. 
102この点は、Diplock 判事が The Albazero 事件の審理において過去の関連判例について指摘している

























                                                          
103代理理論の陸上運送契約および海上運送契約における具体的な応用例は、本稿第二部の第 2 章の
2（1）で取扱う。 
104この点を指摘するものとして、The Albazero [1977] A.C. 774, per Lord Diplock, p.842 がある。 
105
































                                                          
107この点を指摘するものとして、The Albazero [1977] A.C. 774, per Lord Diplock, p.841 がある。 
108この点については、本稿第一部の第 2 章の 2（3）を参照。 
109この点は、Diplock 判事が The Albazero 事件の審理において過去の関連判例について指摘している

















なく、絶対的かつ完全な所有権（absolute and complete ownership）である。そして、受
寄者は、物品そのもののすべての損失または価値の劣化に対する完全な回復（a 







ている。この点に関して、1976 年の Owners of Cargo Laden on Board the Albacruz v 
Owners of the Albazero(The Albazero)
113事件でDiplock 判事が過去のいくつかの関連判例




                                                          
111
 See Dawes v Peck (1799) 8 T. R. 330, per Lawrence J., p.334. 
112
 See The Winkfield[1902] P. 42, per Chief Justice Holmes, p.60. 
113





















第 2 章 海上運送契約分野における訴権法理の進化 
1  船荷証券の登場による海上運送契約構造の特異化 
（1）判例による船荷証券の権原証券性の認定 
（2）海上運送契約の構造に関する新たなルールの形成 




                                                          
114
 See The Albazero [1977] A.C. 774, per Lord Diplock, p.841. 
115
 See Moore v Wilson (1787) 1 Term Rep. 659, per Buller J., p.659. 
116
ibid. 
117この点は、The Albazero 事件の Brandon 判事が、18 世紀から 19 世紀のいくつかの関連判例を分析



























                                                          
118この点は、1977 年の The Albazero 事件で、Diplock 判事が以前の関連判例をまとめながら指摘して
いる（See [1977] A.C. 774, p.842）。 
119






しかし、コモン・ローにおいて、1794 年の Lickbarrow v Mason121事件の判決により、
物品の所有権を移転するという船荷証券の権原証券性（document of title）122が認めら
れてからは、上述した状況が変わってきた。この事件では、売主 A が買主 B の指示お
よび名義において（by the order and directions and on the account of）運送品を船積みし、
運送人 C は A に対して 4 通の船荷証券を発行した。そのうち 2 通は A によって白地式
裏書により B に譲渡され、残る 2 通を A と C がそれぞれ所持していた。そして、B は、
本件物品の転売を X に委託するため所有する 2 通の船荷証券を X に譲渡した。X は、
直ちに物品の代金を B に支払った。しかし、その後、B は、A に対して物品の代金を
支払う前に破産した。そのため、A は本件物品を取り戻すために、自己の所持する船
荷証券を現地代理人である Y に裏書譲渡した。Y は、荷揚港において本件物品を A の
利益のために受け取った後、これを売却した。そのため、物品を受け取ることができ

















































                                                          

































                                                          
126
See Glyn Mills & Co. v East and West India Dock Co. [1882] 7 App. Cas. 591, per Lord Selborne, p.596.  
See also Brian Harries, op.cit.(note 9), p.9. ここで「荷送人と運送人の間で別段の約定」というのは、
たとえば、荷送人が自己が荷受人の代理人として行動することを運送人に明示した場合があり、こ
の場合に海上運送契約の当事者本人となるのは荷受人である。  
127この点を指摘するものとして、Brian Harries, op.cit.(note 9), p.9 がある。 
128これは、Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.276 で引用された Heskell v Continental Express, Ltd.  





























                                                          
129この点を示した判例は、たとえば Joseph v Knox (1813) 3 Camp. 320; Dunlop v Lambert (1839) 6 Cl. & 
















人 A 宛の物品を船主 Y に交付し、Y から「A の指図および計算のもとで船積みされた
（shipped by order and on account of A）」と記載された船荷証券の発行を受けた。その
後、物品が運送途中で Y の責任に帰する原因で損害を受けたため、X は Y を訴えた。
これに対して、被告 Y は、船荷証券の記載により、本件物品の所有権が船積時から A
に与えられたので、物品の損害を被ったのも A であると主張したうえで、前章で挙げ
た〔判例 3〕と〔判例 4〕（1799年のDawes v Peck 事件および 1803年のDutton v Solomonson
事件）の判旨を引用して、原告 X は本件訴権を有していないと主張した。これに対し
て、巡回裁判所（Assizes）の Ellenborough 判事は、Y の主張を受け入れ、「私は船荷
証券によって証明された所有権しか認めない（I can recognize no property but that 




の判例としては、1820 年の Sargent v Morris132事件を挙げることができる。この事件で
                                                          
130この点を指摘するものは、Robert Merkin ed., Privity of Contract: the Impact of the Contracts (Rights of 
Third Parties) Act 1999 ( 2000) para.2.66, p.53 (Robert Merkin)である。 
131
 (1809) 2 Camp. 36. 
132
 (1820) 3 B. & Ald. 277. 
41 
 
は、荷送人 B は、船主 Y の船に物品を船積みし、スペインからロンドンまでの運送を





本件物品を X または X の権利譲受人（以下、荷受人 X と総称する）に引き渡すこと、






ところが、本件物品が運送途中で Y の過失により損傷したので、荷受人 X が運送人 Y
に対して引受違反訴訟を提起した。これに対して、Y は、本件の訴権を有するのは X
ではなく B であると主張した。そこで、王座裁判所の Abbott C.J.判事は、本件は「船
荷証券における特別な契約（筆者注：明示的運送契約）に基づいた訴訟（action on a 
special contract, founded on a bill of lading）」であると述べ、本件船荷証券の記載に基づ
いて、本件物品が B の名義とリスクのもとで船積みされ、X の利益のためではなかっ
たことから、本件の運送契約が荷送人 B と運送人 Y の間で締結されたものであると判
断した133。さらに、X は保険料の前払いをもって、本件物品の所有権が船積時にすで
に X に移転し、ゆえに自身が本件運送契約の当事者であって訴権を有するとも主張し












                                                          
133
 See Sargent v Morris (1820) 3 B. & Ald. 277, per Abbott C.J., p.280. 
134すなわち、船積時に物品の所有権者である荷送人 B が運送契約の当事者と推定されるから（この
点は本稿第一部の第 1 章の 2（1）②a)を参照）、運送契約上の訴権が B に与えられているというこ
とである。 
135
 See Sargent v Morris (1820) 3 B. & Ald. 277, per Bayley J., p.281. 
136
See Sargent v Morris (1820) 3 B. & Ald. 277, per Abbott C.J., p.280.イギリス法において、船荷証券の
譲渡により物品上の所有権を取得するのと同時に、運送契約上の権利も合わせて取得するとの結果


























                                                          
137イギリス法における「プロパティ（property）」の意義について、これまでは伝統的運送契約法理
論に基づいて「所有権」と翻訳していたが（その理由については本稿の注 11 を参照）、19 世紀以降
の海上運送契約法では、プロパティは必ずしも所有権を意味するわけではないので、その具体的な
意義はケースごとに分析する必要がある。この点に関して、Tronson v Dent 事件の John Patteson 判事
が、「荷受人に移転される物品のプロパティは、物品を転売するための特別財産権（special property）
であるか、あるいは完全な財産権（absolute property）である」と述べている（See Tronson v Dent (1853) 
8 Moore, P. C. 419, per Sir John Patteson, p.439）ことからも明らかである。したがって、現代的海上運
送契約法を扱う本章以下では、説明の便宜上、“property”を「プロパティ」と音訳することにする。 
138
 (1853) 8 Moore, P. C. 419.  
43 
 








（sometimes the right of possession）が誰に与えられていたのかについて
常に考慮することが重要である〔傍点は筆者〕」という見解を示したうえで、売主か















1855 年船荷証券法 1 条において、船荷証券上の荷受人および被裏書人が運送契約上の
訴権を取得するための「物品所有権の移転が予定される場合」という条件は、その改
正法である 1992 年海上物品運送法の 2 条 1 項においては削除されており、それらの船
荷証券所持人またはその他の運送書類上の荷受人になるだけでも運送契約上の訴権を
                                                          
139
See Abbott on Shipping (7th ed.), pp.283, 292. 
140
 See Tronson v Dent (1853) 8 Moore, P. C. 419, per Sir John Patteson, pp.437-438. 
141この「完全なプロパティ」という表現は、本稿第一部の第 1 章で挙げた［判例 4］である 1803 年













理論（tort of negligence）145が新たに導入されたといえる146。 
過失に基づく訴訟方式が物品運送分野で最初に認められた判例は、1879 年の Hayn, 






地代理人に本件の運賃を支払った。ところが、本件物品がで損傷したため、X は Y に
対して本件物品の損害賠償を求めて提訴した。裁判所の審理において、本件物品の損
傷原因は、ステベによる不適切な積付けであったと判明した。また、船積みを行った
                                                          
142この点について詳しくは、本稿第二部第 3 章の 2（2）を参照。 
143
 See Bullen&Leake's Precedents of Pleadings, 3rd ed. (1868), pp. 120-122. 
144
 See The Albazero [1977] A.C. 774, per Lord Diplock. p.844. 
145これは、約束者 A が、自己の過失により、B との間でなされた契約に違反したこととなり、それ
によって契約中に予定された第三者 C の利益を奪った場合、C は A の不法行為に基づき訴えを提起
して予想損失を回復することができるという理論である（See Law Commission Report No.242: “Privity 




に原告と被告との間に存在する運送契約に依存していると指摘されている（See ChrisCashmore, op. 
cit.(note 5), p.493）。 
147





本件で原告 X と運送契約を締結したのは被告 Y であるか他の誰であるかは不明確であ
るが、いずれにしても Y は X に対して本件物品の損害を賠償する責任があると判示し
た148。その理由については、もし Y が X との間で本件船荷証券の条項に基づいて運送
契約を締結した場合、ステベの積付け上の過失が本件船荷証券上の免責事由に含まれ
ていないため、Y は X に対して運送契約上の責任を負わなければならず、その反面、





げた150。たとえば、1967 年の Margarine Union v Cambay Prince (The Wear Breeze)事件151、





within the contractual framework）応用することができる154。それに対して、たとえば引
渡遅延などの純粋な経済的損失が生じた場合、過失に基づく訴訟は契約的訴訟に完全
に代替できる救済方法にはならないことが指摘されている155。 
                                                          
148




 See F.M.B. Reynolds, op. cit.(note 119), p.97. 
151
 [1969] 1 Q.B. 219. 
152
 [1986] 2 W.L.R. 902. 
153そのほかに、The Eurymedon [1975] A.C. 154、The New York Star [1981] 1 W.L.R. 138、Irene’s Success 
[1982] Q.B. 481、The Sennar (No.2) [1985] 1 W.L.R. 490、The Antonis P. Lemos [1985] A.C. 711 などがあ
る。 
154
 See F.M.B. Reynolds, op. cit.(note 119), p.97. 
155
 See The Albazero [1977] A.C. 774, per Lord Diplock. pp.846-847. なお、その原因は経済的損失が契

















1813 年の Joseph v Knox157事件は、海上運送契約法分野で訴権を有する者が得られる
損害賠償の範囲に言及した最初の判例である。その時期では未だに物品所有権者に生
じた物品の実質的損害を訴権の内容としていた。 
本件では、ロンドンにいる X らは、オランダにいる訴外 A の代理人として、A から
受け取った本件物品を船主 Y の船に船積みし、スリナムにいる訴外 B までの運送を Y
に委託した。Y が発行した船荷証券においては、X らが荷送人で、B または B の権利
譲受人が荷受人であること、および、本件物品の運賃は X らによって支払われたこと
が示されている。その後、物品が滅失したため、X らは船荷証券に基づいて Y を訴え






                                                          
156
McGregor on Damages, 13th ed. (1972), pp. 213-214, para. 294. 
157






が示されているから、それは X らが運送人 Y の約束に対して約因を提供したとみなす
ことができ、ゆえに Y は自己の約束、すなわち、物品を荷受人 B まで運送することに
つき X らに対して責任を負うべきであるとされた159。そして、同判事は、「このよう
な船荷証券が Y によって発行された以上、Y は、X らが物品上の利益（筆者注：所有
権）を有しないことをもって、自己の違約行為により損害を被っていないと主張する
ことができず、X らは Y に対して物品の滅失につき訴権を有し、物品の価額を回復す




ような立場は、1839 年の William Dunlop and Others v George Anthony Lambert and Others
事件161において貴族院により確認され、「Dunlop v Lambert 法理」として確立された162。
しかし、同法理がその後一世紀以上の間に船荷証券発行のケースで適用されたのは希
であって、わずかに 1879 年の Hayn, Roman & Co. v Culliford 事件において一度確認さ
れ163、また 1962 年の Gardano and Giampieri v Greek Petroleum George Mamidakis& Co
事件164で依拠されただけであった165。 
②訴権を有する者が被った経済的損失を回復する権利への変化を示した判例 
                                                          
158




Joseph v Knox (1813) 3 Camp. 320, per Lord Ellenborough, p.322. 
161
(1839) 6 Cl. & F. 600; 7 E.R. 824. 
162この判例の法理については、本稿第二部の第 2 章の 1（1）でさらに紹介する。 
163この事件の判旨で、「荷送人 X と船主 Y の間で本件船荷証券の条項に基づいて運送契約を締結し
た場合、……Y は X に対して本件物品の〔実質的〕損害（the damage done to the goods）を賠償しな
ければならい」と判示していることは、すなわち「Dunlop v Lambert 法理」の確認といえる。なお、
この事件の事実と判旨の詳細については本章の 2（2）を参照。 
164
 [1962] 1 W.L.R. 40. 
165
1839 年から 1962 年の間に船荷証券発行のもとで、運送契約上の訴権について同法理に依拠した




ところが、その後、1976 年の The Albazero166事件以降は、海上運送契約上の訴権を
有する者に、彼が被った経済的損失（本件では損失がないため、名目的損失となった）
を回復する権利のみを認めることとなった。 
この事件においては、原告 X は石油会社 A から購入した石油を B に CIF 条件で転売
するために、被告である船主 Y との間で定期傭船契約を締結した。船積み時に、Y が
発行した船荷証券では、A が荷送人で、X が荷受人とされていた。この船荷証券は、A
から X の代理人に送られた後、さらに X の代理人の手によって B に裏書譲渡された。
その後、本船が沈没したため、物品は全部滅失したが、B はすでに物品の代金を X に






院は、X が運送契約上の訴権を有することは認めたものの、X が Y から得られる損害
賠償の範囲については、本件物品の損害発生時にその所有権および占有権がすでに B
に移転しており、かつ、物品の代金も B から回収済なので、X には実際の損害が生じ
ていなかったと判断し、X は物品の実質的損害賠償を求めることができず、ただ傭船
契約関係に基づいて Y から名目的損害賠償だけを得ることができると判示した167。 







                                                          
166
 [1977] A.C. 774. 
167
 See The Albazero[1977] A.C. 774. 





すなわち、1923 年の Brandt v Liverpool, Brazil and River Stream Navigation Co. Ltd（Brandt 






1976 年の The Albazero 事件の立場はその後の 2001 年の Alfred McAlpine Construction 

















                                                          
169この点に関しては、本稿第二部の第 2 章の 1（2）でまた詳しく検討する。 
170
 [1924] 1 K. B. 575. 
171この事件および黙示的契約理論の詳細は、本稿第二部の第 2 章の 3（1）を参照。 
172
[2001] EWCA Civ 485; 76 Con. L.R. 224. 
173





























                                                          





 第 1 章 コモン・ローにおける直接契約関係原則と荷受人の訴権問題 
1 直接契約関係原則の概観 
（1）直接契約関係原則の意義 




















学者に「契約相対性の（大）原則（the Principle of Relativity of Contracts; la grande règle 
                                                          
175
H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.18-003, p.1374. 
176
 See Law Reform Commission, Report on the Privity of Contract and Third Party Rights (2008).  
177
 See P.S. Atiyah, An Introduction to the Law of Contract, 6th ed. (2005) p.335. 
178たとえば、連帯保証人または共同債務者の義務、保険者の代位求償権、不法行為上の使用者責任
など、いずれも自己が当事者でない契約に影響される（See P.S. Atiyah, op. cit. (note 177), p.335）。 
179
 See P.S. Atiyah, op. cit. (note 177), p.336. 
52 
 














負担させることがあったので、そうした法制度のもとでは、債権の譲渡（the transfer of 
personal right）や第三受益者の訴訟（the beneficiary action）に対する抵抗が示されてい
たのであった183。 
                                                          
180
 See Vernon V. Palmer, The Paths to Privity: The History of Third Party Beneficiary Contracts at English 
Law, (1992) p.1. 
181
 See Vernon V. Palmer, op. cit. (note 180), p.2. 
182
 See Vernon V. Palmer, op. cit. (note 180), n.10, p.3. なお、このローマ法の原則の起源は、古代契約
法における契約の成立の要式性に求められ、さらには古代法の宗教性に遡ることができるとも指摘
されている（沢木・前掲論文（注 87）56 頁を参照。 

















完全に廃止する法律」により、債務者の人身に対する拘束制度（la contrainte par corps）
が最終的に廃止され189、その後間もなく、ナポレオン民法典の 1165 条で定められてい
た契約相対性原則は、フランスの司法実務で実質的に廃棄されたことが判明した190。
また、ドイツも、1900 年に成立した民法典の 328 条において、第三者のためにする契
約（Vertrag zugunsten Dritter）をほぼ無条件で認め、ドイツ普通法時代の学説論争に決
着をつけたとされる191。 
                                                          
184沢木・前掲論文（注 87）43 頁を参照。 
185たとえば、再（使用）貸借または再寄託の場合の元々の貸主または寄託者の権利や、売主が買主
との間で質権設定者のための買戻を約した場合の質権設定者の買主に対する権利などがこの例であ
る（詳しくは小林規威「英法に於ける第三者のためにする契約に就て（一）」法学新報 62 巻 12 号
（1955）56 頁注 1 を参照）。 
186沢木・前掲論文（注 87）43 頁を参照。 
187債務者監獄は、判決によって債務の履行を命じられたにもかかわらず、その履行ができない債務
者を拘禁するための施設である（田中・前掲書（注 1）231 頁“debtor’s prison”の項目を参照）。 
188その原因は、債務者の人身の代わりに、その財産を債務の担保とすることができるようになり、
第三者に対する契約上の強行的権利の譲渡は、より容易に受け入れられるものになったからである




 See Vernon V. Palmer, op. cit. (note 180), n.9, p.3. なお、もともと同法の 1121 条では第三者のため
にする契約がかなり限られる範囲でのみ例外的に効力を有するとされていたが、フランスの裁判所
は徐々に、この古いローマ法の禁令が反映された規定を、許可的な規定へうまく転換し、すべての
第三者のためにする契約条項（stipulations pour autrui）を有効にしたのである（See Vernon V. Palmer, 









制度（debtor imprisonment）」192がおおむね廃止され、その 4 年後には、1873 年最高












                                                          
192これは、金銭的債務を履行しない債務者に対し、その支払がなされるまで、それを間接的に強制
するため債務者を債務者監獄（debtor’s prison）に収監することを認めていたコモン・ロー上の制度




譲渡人の協力なしでこれらの権利を行使することができる（See Supreme Court of Judicature Act 1873, 
section 25(6)）。なお、この法律は結局 1874 年グラッドストン自由党政府の敗北により発効に至ら
なかったが、同法 25 条 6 項の内容は、その後の 1925 年財産権法（Law of Property Act 1925）の 136
条 1 項において再現された（ほぼ実質的な変化がない）と指摘されている（See Anthony Gordon Guest, 






ある（田中・前掲書（注 1）69 頁“assignment of chose in action”項目参照）。また、譲渡理論の詳細
は後に検討する（本章 2（3）①b)および本稿第二部の第 2 章の 2（2）を参照）。 
195
Vernon V. Palmer, op. cit. (note 180), n.9, p.3. 




















                                                          
197
 See S.J. Stoljar, A History of Contract at Common Law, (1975) p.134. なお、16 世紀後半以前の引受
違反訴訟に関する判例からすれば、直接契約関係理論は責任の決定に関して何らの役割も果たして
いなかったとの指摘がある（See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.1.11, p.5）。 
198
 See S.J. Stoljar, op. cit. (note 197), p.134. 
199




り、なお現在のいわゆる直接契約関係に制約されることもなかった（See Robert Merkin, op. cit. (note 
130), pp.2-5,10）。 
200沢木・前掲論文（注 87）50 頁を参照。11 世紀から 19 世紀までのコモン・ローにおける契約理論
の発展状況の詳細については、同論文の 49 頁から 50 頁を参照。 
201
 See S.J. Stoljar, op. cit. (note 197), pp.134-135. 
202約因の意義については、Pollock の見解（Frederick Pollock, Principles of Contracts, 8 th ed. (1911), p.175）
が一般的に採用され、すなわち、「当事者の一方の作為または不作為、またはそれらの約束は、相
手方の約束を買う対価（price）であり、このようにして有償的に与えられた約束は強行しうる」と











三者の訴権を認めた判例として、1677 年の Dutton v Poole208事件がよく引用される。こ




も存在する。たとえば、1597 年の Levett v Hawes210事件では、約因当事者である原告の
                                                                                                                                                                      
203
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.1.14, p.7. 
204沢木・前掲論文（注 87）50 頁を参照。 
205
(1658) 2 Siderfin 115; 82 E.R. 1287. 女性 A の父 X は、男性 B の父 Y に対して、B が A と結婚する
ことを条件として、X が B に一定の金額を支払うことを約束した。しかし B が A と結婚した後、X
がそのすべての財産を自己の家族に遺贈したので、B は X に対して引受違反訴訟を提起した。イギ
リス王座裁判所は、B が約束を強行するために必要な行為（約因）を行ったという事実に基づいて、
B の訴権を認めた。 
206ここでいう「良い約因」とは、B が A と結婚したことである（See Sprat v Agar 82 E.R. 1287）。 
207
 See Sprat v Agar 82 E.R. 1287. 本事件は、約因の原則が直接契約関係と必要な関連のないことを
示したものであるとみられている（See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.1.23, p.11）。 
208
 (1676) 83. E.R. 523; (1677) 84 E.R. 1168; (1678) 86 E.R. 215; (1678) 83 E.R. 156.  A は父 B に対して、
B が（A に相続させる予定の）その土地での樹木を（A の妹 C の養育費のために）伐採して売るこ
とを中止するとの条件で、C に 1000 ポンドを支払うことを約束した。その後、B が樹木の伐採を中
止したにもかかわらず、A が C に約定の金銭を支払わなかったので、C は A に対して引受違反訴訟
を提起した。イギリス王座裁判所は C の訴権を認めた。 
209
 See Dutton v Poole (1676) 83 E.R. 523.なお、本判決の立場は控訴審の財務控訴裁判所（Exchequer 
Chamber）にも確認された。 
210
 (1597) 78. E.R. 891.女性 A の父 X は、男性 B の父 Y に対して、Y が A と B の結婚に同意するこ
とと、B に若干の土地を贈与することを条件として、X がその将来の婿 B に 200 ポンドを支払うこ
とを約束した。その後、X が約束を履行しなかったので、Y は X を訴えた。裁判所は、本件の第三
受益者 B が正当な提訴権者であるとし、原告 Y の請求を却下した。 
57 
 
請求が斥けられ、その理由は、本件第三者が「利益が帰する者（in whom the interest is）」
であり、この第三受益者のみに訴権を認めるべきだとされた211。 
この時期のコモン・ローの前述のような状況について、Denning 判事は、1953 年の















                                                          
211
 See Levett v Hawes (1597) 78. E.R. 891. See also S.J. Stoljar, op. cit. (note 197), p.135. なお、本事件と
類似して、約因の提供に関係なく第三受益者が適当な原告（appropriate claimant）であると判断した
判例として、Rippon v Norton (1602) Cro Eliz 849、Provender v Wood (1627) Het 30、Hadves v Levit (1632) 
Het 176 がある。 
212
 [1954] 1 Q.B. 250. この事件の概要については本稿注 68 を参照。 
213
 See Drive Yourself Hire Co. (London) Ltd v Strutt and another [1954] 1 Q.B. 250, per Denning L.J., 
p.272. 
214以下 Law Com No 242 として引用する。なお、この調査報告を紹介した日本語文献として、新堂・
前掲論文（注 191）1530 頁以下、北井辰弥「イギリス一九九九年契約（第三者の権利）法の紹介」
桐蔭法学 7 巻 2 号（2001）129 頁以下、川元主税「イギリス 1999 年契約（第三者の権利）法」九大
法学 80 号（2000）372 頁以下がある。 
215
















の Tweddle v Atkinson221事件の判決であると一般に考えられている222。この事件では、
原告側は前述した Dutton v Poole 事件の判決を引用し、子供のために締結した契約につ
いて、父子間の近親関係が、父の提供した約因を息子に及ぼすために、息子に訴権を
                                                          
216たとえば、Bourne v Mason (1669) 1 Ventr 6; 86 ER 5、Crow v Rogers (1724) 1 St 592; 93 ER 719、Price 
v Easton (1833) 4 B & Ad 433; 110 ER 518 などの判例がある（判例の概要は Law Com No 242, n.18, p.8
を参照）。 
217たとえば、Jordan v Jordan (1594) Cro Eliz 369; 78 ER 616、Taylor v Foster (1600) Cro Eliz 776; 78 ER 
1034 などの判例がある（判例の概要は Law Com No 242, n.17, p.8 を参照）。なお、17 世紀末以降、
イギリスの裁判所は徐々にこの法理から、「約因は受約者から提供されるべきである（ the 
consideration must move from the promisee）」という立場まで発展し、そしてその立場こそは直接契約
関係の現代的理論につながる起源であると考える見解がある（See Robert Merkin, op. cit. (note 130), 
para.1.21, p.11.） 
218
 See H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.18-019, p.1382. また、川元・前掲論文（注 214）378 頁
も同旨。 
219この点を指摘するものとして、Law Com No 242, para.2.5, p.8 がある。 
220沢木・前掲論文（注 87）50 頁を参照。 
221
(1861) 1 B & S 393; 121 E.R. 762. この事件では、A は B に対して、B の息子である C が A の娘と
結婚することを条件として、A が C に一定額の金銭を支払うことを約束した。そして A の違約につ
き C が引受違反訴訟を提起したところ、女王座裁判所は、本件で A の約束の相手方は B であるため、
C には当該約束を強行することができないと判示した。  
222
 See Law Com No 242, para.2.2, p.6. See also H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.18 -019, p.1382. 
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また、Tweddle v Atkinson 事件での裁判所の上述した立場は、その後間もなく、1885
年の Gandy v Gandy227事件の控訴院判決により承認されたとみられる228。すなわち、本
                                                          
223




たのである（See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.1.7, p.4）。 
225
Tweddle v Atkinson 121 E.R. 762, p.764. 傍点の強調は筆者。 
226
Tweddle v Atkinson 121 E.R. 762, p.763. 傍点の強調は筆者。 
227












ること（pedantry）」であると説きながら、Tweddle v Atkinson 事件の判決を「コモン・
ローの真の理論を定めたもの（the true common law doctrine has been laid down）」と評
価していた229。 





すなわち、1915 年の Dunlop Pneumatic Tyre Co. Ltd v Selfridge & Co. Ltd232（以下、





                                                                                                                                                                      
228
 See Law Com No 242, para.2.6, p.8. 
229
 See Gandy v Gandy (1885) 30 Ch. D. 57, per Bowen, L.J., p.69. 
230沢木・前掲論文（注 87）50 頁を参照。なお、この点からして、Tweddle v Atkinson 事件の判決を「現
代的な契約関係の法理の先例と呼ぶのは困難である」との指摘もある（川元・前掲論文（注 214）377
頁を参照）。 
231沢木・前掲論文（注 87）50 頁を参照。 
232
 [1915] A.C. 847. オートバイのタイヤの製造業者 A が仲買人 B との売買契約において、B が A か
ら仕入れた商品を小売業者に、A の定価より低い価格で販売しないことを約束させ、B が小売業者
から定価維持を約する再販売価格維持保証を得た場合には、小売業者に一定の割引を可能とする旨
の約定がなされた。しかし、その後、小売業者 C が当該保証に反して割引販売を行ったので、A は
C に対して販売差止と損害賠償を求めて本件訴訟を提起した。本件最終審の裁判所は、A と B の関
係がたとえ代理関係であっても、A は自己または B を介して C に約因を提供していなかったので、
A は訴権を有しないと判示し、その請求を棄却した。  
233













る Denning 判事の見解をみておくことにしたい237。たとえば、1953 年の Drive Yourself 




                                                          
234なお、その言葉に続いて Haldane 判事は、「このような権利は、財産的方式、たとえば信託によ
って授与されうるが、しかし契約に関係のない者に、その契約を訴訟によって強行する権利（right to 
enforce the contract in personam）として与えられることはできない」と述べていた（See Dunlop v 
Selfridge [1915] A.C. 847, per Viscount Haldane L. C., p.853）。 
235たとえば、Denning 判事は、Smith and Snipes Hall Farm Ltd v River Douglas Catchment Board（[1949] 
2 K.B. 500）や、前項で言及した Drive Yourself Hire Co. (London) Ltd v Strutt and another（[1954] 1 Q.B. 
250）事件の判決や、White v Warrick (John) & Co. Ltd（[1953] 2 All E.R. p.1026）などにおいて第三者
の訴権を認めようとしていた。なお、後述の Midland Silicones Ltd v Scruttons Ltd（[1962] A.C. 446）
事件でも、Denning 判事は判旨に反対する意見を述べていた。  
236
 See H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.18-019, p.1382. なお、前述した Dunlop v Selfridge にお
いても、すでに Dunedin 判事により、直接契約関係の法理は、「熟慮のうえで結んだ契約やそれ自
体は不公正ではない契約、その強行を求めている者に強行の正当な利益があるような契約を無視で
きるようにする」結果をもたらすおそれがあると指摘され（Dunlop v Selfridge [1915] A.C. 847, per 




集 27 号（1969）97 頁以下を参照。 
238














イギリス国会が 1925 年に制定した財産権法（The Law of Property Act 1925、以下 1925
年法）240は、むしろ Tweddle v Atkinson 事件でのルールを財産に関連する分野において
排除する効果があり241、つまり直接契約関係原則を大きく修正したものであるという
ことまで論じていた242。また、1966 年の Beswick v Beswick243事件の控訴院判決におい
て、Denning 判事は、直接契約関係原則を「ただの手続き上のルール（only a rule of 
procedure）」と理解し、第三者の訴権について、「第三者は契約当事者、もしくはそ
の代理人・代表者の名義で、または当事者と共同原告の名義で、契約に基づいて提訴
                                                                                                                                                                      
である」という言葉であった（See Drive Yourself Hire Co. (London) Ltd v Strutt and another [1954] 1 Q.B. 
250, per Denning L.J., p.272）。 




Drive Yourself Hire Co. (London) Ltd v Strutt and another [1954] 1 Q.B. 250, per Denning L.J., p.251. さ
らに、1925 年法の 205 条 1 項に依拠して、同法における「財産権（property）」の概念の中には、無
体動産（chose in action）も包含されており、ゆえに、ほぼすべての契約の第三者は契約上の権利を
強行しうるようになったと、Denning 判事が考えていた（See Beswick v Beswick [1966] Ch. 538, per Lord 
Denning M.R., p.539. なお、佐々木・前掲論文（注 237）98 頁を参照）。 
242
 See Drive Yourself Hire Co. (London) Ltd v Struttand another [1954] 1 Q.B. 250, per Denning L.J., p.274. 
ちなみに、Denning 判事のこの見解に関連して、Beswick v Beswick 事件の控訴院判決で Danckwerts
判事も同旨の見解を表していた（See Beswick v Beswick [1966] Ch. 538, per Danckwerts L.J., p.539）。
ところが、1925 年法に対する本文で述べた理解に対して、イギリスの貴族院は、Beswick v Beswick
事件の最終審判決において、「同法は整理統合法であり、その 56 条は、契約の当事者でない第三者
にその契約を強行する権利を授与するための、根本的な法律修正と解してはならず、また、この条
文の文脈では、本法 205 条 1 項の『財産権』に関する定義の適用が排除される」というような反対
の解釈を示していた（See Beswick v Beswick [1968] A.C. 58, p.59）。 
243
 [1965] 3 All E.R. 858; [1966] Ch. 538; [1968] A.C. 58. 本件は、石炭商人である A とその甥 B との
間で書面契約が締結され、それにおいて、A の営業権および事業資産を B に譲渡すること、および、
その条件としての、B は A を毎週 6 ポンド 10 シリングの給料で顧問として雇い入れること、さらに
将来 A が死亡したら A の妻 C に毎週 5 ポンドの生活費を支払うことが約束された。ところが、A が
死亡した後、B は C に一週間分の生活費しか払わず、それ以降の支払いをすべて拒否した。ゆえに、
C は A の遺産管理人の名義、および自己の名義で、B の不払いに対して提訴し、裁判所に特定履行
（specific performance）の命令を求めていた。そこで、一審のランカスター衡平法裁判所は、直接契
約関係原則により、本件 C が自己の名義における（つまり本件契約の第三者としての）訴権を認め
ず、なお C が A の遺産管理人としても、特定履行ではなく、名目的損害賠償請求しか得られないと
判示した。その判決は二審の控訴院において Denning 判事の主導のもとで（Danckwerts 判事も同調）
逆転され、C の第三者としての訴権、および特定履行の訴訟請求がすべて認容されるようになった。
そして三審の貴族院は、C の訴訟請求を認めたが、その根拠は二審判決と異なり、一審判決と同様






れらの議論を通じて、Denning 判事は、第三者が契約に「十分な利益（関係）（a sufficient 
interest）」がある場合、この第三者によって契約を強制しうることを強力に提唱して
いた245。 
しかしながら、このような疑問は、すでに 1961 年の有名な海事判例である Midland 








                                                          
244
 See Beswick v Beswick [1966] Ch. 538, per Lord Denning M.R., p.539. 
245佐々木・前掲論文（注 237）97 頁を参照。 
246
 [1962] A.C. 446. 本件は、アメリカからロンドンまでの物品（化学物質が入った缶一つ）の運送


















てしまうことを述べていた（See Midland Silicones Ltd v Scruttons Ltd [1962] A.C. 446, per Lord Denning, 
pp.491-492）。 
249








とになった252。たとえば、1967 年の Beswick v Beswick 事件の貴族院判決253において、




した。また、Reid 判事のこの言葉は、1980 年の Woodar Investment Development Ltd v 
Wimpey Construction UK Ltd
256事件の貴族院判決で、Scarman 判事によって引用され、
                                                          
250
 See Midland Silicones Ltd v Scruttons Ltd [1962] A.C. 446, pp.467-468. 
251川元・前掲論文（注 214）374 頁を参照。また、H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.18-019, p.1382
も同旨。 
252たとえば、判例 Beswick v Beswick（[1968] A.C. 58, p.72）で Reid 判事の意見、Woodar Investment 
Developments Ltd v Wimpey Construction UK Ltd（[1980] 1 W.L.R. 277, pp. 291, 297-298, 300）Salmon 判
事、Keith of Kinkel 判事、および Scarman 判事の意見、Swain v Law Society（[1983] 1 A.C. 598, p.611）
で Diplock 判事の意見、および The Pioneer Container（[1994] 2 A.C. 324, p.335）および White v Jones
（[1995] 2 A.C. 207, pp.262-263）で Goff 判事の意見が挙げられる（See Law Com No 242, n.26, p.9）。 
253
 [1968] A.C. 58. この事件の概要については本稿注 73 を参照。 
254すなわち、第三者に自己の利益のためになされた契約上の約束を強行する権利を与えることを提
言した勧告案である（Law Revision Committee, Statute of Frauds and the Doctrine of Consideration, Sixth 
Interim Report, Cmd. 5449 (1937)）。また、詳しくは本稿注 311 を参照。 
255
Beswick v Beswick [1968] A.C. 58, per Lord Reid, p.72 
256
 [1980] 1 W.L.R. 277. 買主である Aは売主である Bから一定の土地を買うために Bと契約を結び、
その契約において、土地の代金が 85 万ポンドであって、そのうち 15 万ポンドを契約完遂時に第三
者である C に支払うこと、および契約の完成前にもし政府当局から土地の強制収用手続きが開始さ
れる場合、A が解約権を留保することなどが約定された。その後 A は、本件土地の一部が政府の強
制収用手続きのもとに置かされたとの理由で、解約の通知を B に発した。しかし B は A の解約の通
知が無効と主張して、A に対して契約拒絶による損害賠償訴訟を提起した。一審および二審の裁判
所はともに、A が不当に契約を拒絶したと判断し、ゆえに B に損害賠償責任を負うと判示した。な
お、A が負う損害賠償責任の範囲に関して、二審は一審の金額を減額したが、両判決でも B が第三






























                                                          
257
 See Woodar Investment Development Ltd v Wimpey Construction UK Ltd  [1980] 1 W.L.R. 277, per Lord 
Scarman, p.300. 
258すなわち、「1999 年契約（第三者の権利）法（Contracts (Rights of Third Parties) Act 1999）」であ
る。また、詳しくは本章の２(3)②b)を参照。 
259
See Law Com No 242, para.2.7, p.9. 
260


















                                                          
261
 See Law Com No 242, para.2.63, p.35. 
262この点を指摘するものとして、Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.1.1, pp.1-2 がある。 
263この点に関して、直接契約関係法理の展開は、「その回避による同法理の維持の過程であるとい
っても決して言い過ぎではない」とまでいわれるものがある（北井辰弥「契約関係（privity of contract）
の法理に関する一考察――イギリスにおける法改革の動向」法学新報 103 巻 11・12 号（1997）315
頁を参照）。 
264
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.2.1, p.21. See also Law Com No 242, p.9.  
265
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.2.1, p.21. 
266過失による不法行為理論については、当該過失により原告が当事者でない契約は不履行となった
場合に（the negligence in question constitutes the breach of a contract to which the plaintiff is not a party）、














の返還訴訟（action for money had and received to the plaintiff’s use）269などの方法も用い
られ、裁判所によって認められたことがある。 






ⅰ. 約束信託理論（Trust of Promise） 
第三者の権利救済に関して、エクイティ裁判所でよく用いられる法理は約束信託理
論に基づくものである。その理論構成は、A が B に対して、第三者 C に一定の金額を
支払うことを約束した場合、B は C の利益のための当該約束の受託者（trustee of the 




                                                                                                                                                                      
267これらのコモン・ロー理論について、伝統的運送契約分野における解釈は本稿第一部の第 1 章の
3 および第 2 章の 2（2）を参照、また、現代的海上運送契約分野での応用は本稿第二部の第 2 章の 2
と 3 を参照。 
268たとえば、本稿第二部の第 1 章の 2（2）で言及した Beswick v Beswick 事件（[1965] 3 All E.R. 858; 
[1966] Ch. 538; [1968] A.C. 58）で原告が遺産管理人の名義において提起した訴訟、および、Woodar 







1525-1526 頁、および S.J. Stoljar, op. cit. (note 197), pp.140-143 を参照。 
270
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.2.18, p.28. 
271
 See Law Com No 242, para.2.8, p.9. 
272新堂・前掲論文（注 191）1524 頁を参照。 
68 
 






た275。その後、この方法に倣った判例としては、1817 年の Gregory & Parker v Williams276











                                                          
273
 (1756) Amb.330; 27 E.R. 221. 
274
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.2.19, p.28. 
275
Tomlinson v Gill (1756) 27 E.R. 221, per Lord Hardwicke, p.222. 
276
 (1817) 3 Mer. 582; 36 E.R. 224. 
277
 (1880) 16 Ch. D. 290. 
278
 (1883) 25 Ch. D. 89. 
279小林・前掲論文（注 185）72 頁を参照。なお、それら判例の詳細は Robert Merkin, op. cit. (note 130), 
pp.29-32 を参照。 
280約束信託理論は、金銭支払いまたは財産譲渡に関する約束にしか適用されなかったといわれる
（See Law Com No 242, para.2.8, p.9.）。 
281イギリスの貴族院はかつて、Les Affréteurs Réunis SA v Leopold Walford (London) Ltd  [1919] A. C. 801
事件をはじめ、契約上の第三者に利益を与える意思から単純に信託設定意思があると推定していた
ことがあったが、その後の多数の事件において、そのような推定は行わず、反対に、信託設定に関
する明確な意思を要求するようになった（See Law Com No 242, para.2.8, p.10）。 
282
 See Law Com No 242, para.2.8, p.10. また、新堂・前掲論文（注 191）1524 頁を参照。 
283これは、本章 1（2）で言及した無体財産権の譲渡（assignments of choses in action）のことである。 

























                                                          
285 See Law Com No 242, para.2.16, p.15. なお、主契約の当事者の行為以外に、法律の規定による権利
譲渡も存在し、たとえばイギリス1986年倒産法の311条4項（Insolvency Act 1986, s.311(4)）が挙げら
れる（See Law Com No 242, n.65, p.15）。 
286砂田=新井・前掲書（注 194）151 頁を参照。 
287
 J.H.ベイカー著・深尾裕造訳『イギリス法史第 1 部（総論）』（関西学院大学出版会，2014）160
頁以下を参照。 
288同条の内容は本稿の注 193 を参照。 
289砂田=新井・前掲書（注 194）151 頁を参照。 
290
See P.S. Atiyah, op. cit. (note 177), p.338. 
291次章の 2 を参照。 








る第三者に及ぼした 1882 年の妻財産法（The Married Women’s Property Act 1882）11
条293、土地に関連する契約上の利益を第三者によって強行することを認めた 1845 年の
不動産法（Real Property Act 1845）5 条294、および同条の範囲を「その他の財産に関す
る契約の第三者」まで拡張した 1925 年の財産権法（The Law of Property Act 1925）56
条 1 項295などの規定を挙げることができる。 




証券法 1 条297、1906 年の海上保険法（Marine Insurance Act 1906）50 条298、1930 年の
                                                          
293同条は、「夫または妻によってなされた生命保険の証券は、証券に名指された者のために信託を




掲論文（注 237）101 頁参照）。 
295本条の内容は本稿注 72 を参照。なお、イギリスの貴族院の多数意見によると、本条は実際にその
前身である 1845年の不動産法の第 5条の拡充的再制定であるとみられる（佐々木・前掲論文（注 237）
101 頁を参照）。ところで、本条の規定は直接契約関係原則の存廃の議論を導いたことがあり（本章
２の（2）で Denning 判事の本条に関連する主張、および本稿注 74 を参照）、この意味では重要な
制定法とみられている（北井・前掲論文（注 263）321 頁を参照）。 
296
 See Vernon V. Palmer, op. cit. (note 180), n.10, p.3. 
297本条では、船荷証券に記載された物品の荷受人あるいは船荷証券の被裏書人という運送契約の第
三者は、一定条件のもとで、運送契約上の訴権を享有できることが定められている。この条文に関
しては、この後の第 3 章で詳しく検討を行う。なお、本法律の修正としての 1992 年海上物品運送法
の第 2 条にも同様に規定している。ちなみに、イギリス法律委員会はこの 1992 年法に関する勧告作
業に際して、より広い領域（契約法一般）で直接契約関係原則の改革に着手する決意を固めたとい
われている（See Jack Beatson, Reforming the Law of Contracts for the Benefit of Third Parties, Current 
Legal Problems, Vol.45, Part.2(1992) p.2.）。 




道路交通法（The Road Traffic Act 1930）36 条299などがあり、それぞれ船荷証券および
保険証券の譲受人に対して、運送・保険契約の第三者としての訴権を与えている。  
とくに保険契約の分野では、直接契約関係原則による障害がおおむね克服されたよ
うにみえる。たとえば、前述した 1906 年の海上保険法の 14 条 2 項300、1925 年の財産
















                                                          
299同条は、「自動車事故に関して、保険証券によって特定された者は、保険契約以外でも訴権をも
つ」という規定である（沢木・前掲論文（注 87）50 頁を参照）。なお、本法律の 1988 年修正版（Road 





規定されている（沢木・前掲論文（注 87）50 頁を参照）。 
302本法は、保険損害を被った第三者に、被保険者が破産したなどの場合に、直接に（第三者責任を
引き受けた）保険者に対して保険契約上の利益を求める権利を認めている（本法の序文を参照）。 
303詳しくは小林・前掲論文（注 185）68 頁およびその注 45 を参照。 
304沢木・前掲論文（注 87）51 頁同旨。 
305北井・前掲論文（注 263）309 頁を参照。 
306


















された314。そして 1999 年に、イギリス国会では新しい契約法、すなわち 1999 年契約
（第三者の権利）法（Contracts (Rights of Third Parties) Act 1999、以下 1999 年契約法）
が成立した。この法律は、第三者に利益を与えようとする契約当事者の意思を尊重す
                                                          
307すなわち、本稿の注 235 および 252 に掲げた判例である。 
308
 See H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.18-020, p.1384. 
309
ibid. 
310北井・前掲論文（注 263）325 頁を参照。 
311
 1937 年の法律改正委員会改正勧告案第 6 次中間報告書の 48 条は、明示的に第三者に利益を授与
する契約について、その第三者が一定の条件のもとで、自己の名において契約を強行しうることを
認めるよう勧告していた（See Law Revision Committee, op. cit.(note 254), para.48, p. 31）。 
312その具体的な経緯および失敗の原因については、川元・前掲論文（注 214）377-375 頁を参照。 
313
 See Law Com No 242, para.3.8, p.41. 
314これが、Item 1 of the Sixth Programme of Law Reform: The Law of Contract であった。この議題に関
して、イギリス法律委員会は、1991 年に諮問書（Law Commission Consultation Paper No.121: “Privity 
of Contract: Contracts for the Benefit of Third Parties” (1991), この諮問書を紹介した日本語文献として、
北井・前掲論文（注 263）325 頁以下がある）を法律専門家や実務従業者などに示し、1996 年にこれ






















                                                          
315
 See Law Com No 242, para.3.1, p.39. 
316
 Stewart C. Body et al., Srutton On Charterparties and Bills of Lading, 23rd ed. (2015) p.72. 
317条件の内容は Contracts (Rights of Third Parties) Act 1999（以下 1999 Act として引用する）の Section 
1 (1)~(3)を参照。 
318




 See Stewart C. Body et al., op. cit. (note 316), p.72. See also 1999 Act, Section 7 (1). 
320
 See Law Com No 242, para.2.1, p.6. 
321直接契約関係原則が海上運送契約にも適用されることに関しては、1961 年の Midland Silicones Ltd 
v Scruttons Ltd の貴族院判決で確認されていた（See Midland Silicones Ltd v Scruttons Ltd [1962] A.C. 
446）。 
322


















が現れてきたので、1992 年にさらなる法改正（すなわち 1992 年海上物品運送法、以
                                                          
323「船荷証券が運送契約を包含する（bill of lading containing the contract of carriage）」ということは、
実務中、傭船契約の場合を除いたほとんどの場合、船荷証券は運送契約の条項を含んでおり、運送
人と荷送人の間での契約的関係を支配（govern）していることをいう（See Guenter Treitel & F.M.B. 
Reynolds, op. cit. (note 322), para.3-005, p.97; See also Heskell v Continental Express Ltd [1950]1 All 
E.R.1033, p.1037）。なお、このような表現は、1855 年船荷証券法の 1 条、および 1992 年海上物品
運送法の 5 条 1 項にみられるほか、近時の国連条約であるロッテルダム・ルールの 1 条 14 項 c 号
（Rotterdam Rules, Art.1(14)(a)）における「運送契約」の定義にも用いられている。 
324すなわち、1873 年以前の時期である（本章の１（2）の最終部分を参照）。なお、実際にイギリ




約上の権利に応用するような試みはみられなかったと指摘されている（See G.H. Treitel, Bills of 
lading and implied contracts, [1989] LMCLQ 162, p.162）。 
326イギリス法で、「船荷証券の譲渡と移転により、船荷証券に表示された物品上の権利（property）
が移転される」との現在のいわゆる船荷証券の権原証券性は、すでに 1794 年の Lickbarrow v Mason
事件の判決において確認された。この事件の詳細は本稿第一部の第 2 章の 1 を参照。 
327
 1855 年法 1 条を参照。なお、詳しくは本稿の第二部第 3 章を参照。 
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328
 1992 年法 1 条の(1)および 2 条の(1)を参照。なお、詳しくは本稿の第二部第 3 章を参照。 
329
 1999 年契約法 1 条の(1)～(4)を参照。 
330
 1999 年契約法 1 条の(1)の(a) および(b)を参照。 
331
Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-002, p.201. 
332
ibid. 
333アメリカの裁判所は 19 世紀に判例 Lawrence v Fox (1859) 20 N.Y. 268 により、第三者の契約を強行
する権利を認め始めたが、その結論である「第三者による契約上権利の強行可能性（the enforceability 
of contracts by third parties）」を一度も海上運送契約の場合に適用したことがなかった（See Guenter 






















よび直接契約関係原則の緩和にあたる方策（mitigations of the doctrine of privity）338な
                                                          
334
Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-002, p.210. 
335船荷証券に荷受人の記載がなされていても、荷送人はなお運送人に対して運送品をこの荷受人以
外の者に引き渡すよう要求することができる。再指図権は、他の法制での「運送品処分権（right of 
control）」、「運送処置権（right of disposition/disposal）」、「運送契約変更権（right to modify the contract 
of carriage」などに相当する権利である（See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), 
para.1-022, pp.20-21）。 
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（1）Dunlop v Lambert 事件の法理 
 荷送人の名義における荷受人の損害回復という訴訟方法は、1839 年の William 
Dunlop and Others v George Anthony Lambert and Others（以下 Dunlop v Lambert）事件339
の貴族院判決に由来するものとみられる340。この事件では、イギリスのエディンバラ
にいる洋酒の売主 X が船主 Y に、ニューキャッスルにいる買主 A までの洋酒の運送を
委託し、A またはその譲受人を荷受人とする船荷証券の発行を受けた。X は、船荷証
券をインボイスとともに A に郵送した。その後、本件物品が運送の途中で滅失したた
め、荷送人 X は、荷受人 A の被った損害につき、運送人 Y に対して損害賠償を請求し
た。一審のスコットランド民事控訴院は、物品の損害発生時に物品の所有権がすでに
荷受人に移転しており、荷送人は物品の損害回復に関して訴権を有しないと判断した




 (1839) 6 Cl. & F. 600; 7 E.R. 824. 
340
Dunlop v Lambert の判決が引用されたその後の多くの判例において、本判決の原理を「Dunlop v 
Lambert事件の法理（the rationale of Dunlop v Lambert）」と呼んでいる。そこで、以下ではこれを「Dunlop 












 本件判決で用いられた法理について、後述する 1976 年の The Albazero 事件の Diplock
判事は、次のようにまとめている。すなわち、物品に関連する商事契約において、も
し契約の当事者 A と B の意図において、当該物品の所有権が、契約締結の後に、かつ、
一方当事者たる B の契約違反による損害が発生する前に、第三者 C に移転する可能性
がある場合、当該物品の所有権者でない A は、C の利益のために契約を締結したもの
と法律上推定され、その結果、C が被った物品の実質的損失につき、A は B に対して
損害賠償請求訴訟を提起することができる344。 
 （2）法理の適用範囲の縮小 
上述の「Dunlop v Lambert 事件の法理」は、1976 年の The Albazero 事件345の貴族院
判決で、その適用範囲が改められたようにみられる。この事件の事実関係が Dunlop v 
Lambert 事件とかなり類似していたため、一審および二審の裁判所はともに、前述の




                                                          
341
 See Dunlop v Lambert 7 E.R. 824, p.826. 
342
 See Dunlop v Lambert 7 E.R. 824, per Lord Chancellor, p. 834.この判旨は本稿第一部の第 1 章で述べ
たイギリス運送契約上の訴権に関する伝統的理論に対する確認である。  
343
 See Dunlop v Lambert 7 E.R. 824. See also Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.2.10, p.24.  
344
 See The Albazero [1976] 2 Lloyd's Rep. 467, per Lord Diplock, p.475. 
345
 [1977] A.C. 774.本件事実の概要は本稿第一部の第 2 章の 2（3）②を参照。 
346
 See The Albazero [1974] 2 Lloyd's Rep. 38, pp.38-39; [1975] 2 Lloyd's Rep. 295, pp.296-297. しかし、
本件で留意を要するところは、二審の Roskill 判事が、本判決の結果は必ずしも今後すべての定期傭




を維持したものの、X が Y から得られる損害賠償の範囲については、本件物品の損害
発生時にその所有権および占有権がすでに最終買主 B に移転しており、かつ、物品の










運送に関しては、「Dunlop v Lambert 事件の法理」がもはや良い法律（good law）では




法の制定により、Dunlop v Lambert 事件のような状況のもとでは運送契約上の訴権は直
接に荷受人に与えられているので351、この荷送人に実質的損害賠償の訴因を保有させ
る必要がもはやなくなったということである352。 
Diplock 判事の見解によると、「Dunlop v Lambert 事件の法理」は、運送契約上の訴
権が、それを包含する船荷証券または荷受人と運送人間の別個の契約（separate contract）
                                                                                                                                                                      
事件での法律争点について今日の事情に合わせた徹底的な再考をイギリスの貴族院に呼びかけてい
ることである（See The Albazero [1975] 2 Lloyd's Rep. 295, per Roskill L.J., p.311）。 
347
 See The Albazero [1977] A.C. 774.  
348
 See The Albazero [1976] 2 Lloyd's Rep. 467, per Lord Diplock, p.474.  
349
 See The Albazero [1976] 2 Lloyd's Rep. 467, per Lord Diplock, p.475. 
350
ibid. 
351すなわち、1855 年法の 1 条により、物品上のプロパティ（property）を取得する予定の、船荷証
券に記載された荷受人またはその譲受人は、自己の名義において運送契約上の訴権をもつようにな
った。本条については、後に第 3 章において詳しく検討する。 
352












いられたもう一つの判例、すなわち 1987 年の The Sanix Ace 事件357の判決が現れた。
荷受人の訴権問題に対処するこの訴訟方法の新たな動向を確認するために、次はこの
判決を The Albazero 事件の判決と比較しながら検討したい。 
The Sanix Ace 事件では、荷送人 X は Y の所有する船舶を傭船し、物品をインドネシ




れし、一部のみが健全な状態で陸揚げされた。それまでに、B らは X に対して物品の
代金を支払っていた。なお、本件では船荷証券が発行されたが、X の手元に留保され
ていたため、B らは運送契約上の訴権を有していなかった358。それゆえ、荷送人 X は、
                                                          
353たとえば、元の運送契約が傭船契約である場合、その傭船契約の要求または授権により、傭船契
約とは別に、運送人と物品の所有者となる者の間で結ばれる船荷証券契約（bill of lading contract）が
これにあたる（See The Albazero [1976] 2 Lloyd's Rep. 467, per Lord Diplock, p.475）。 
354
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.2.10, p.25. See also The Albazero [1976] 2 Lloyd's Rep. 467, 
per Lord Diplock, pp.474-475. 
355




 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), n.25, p.25. 
357
 [1987] 1 Lloyd's Rep. 465. 




損害を被った B らのために、船主 Y に対して物品の実質的損害賠償を求めた。この争
いは最初に仲裁に付され、その結果、X の請求が認められた。そこで、Y は、X がす
でに物品の代金を回収しているので回復可能な損失（recoverable loss）はなく、X は名
目的損害賠償しか請求しえないと主張して女王座裁判所に控訴した。それに対して、
裁判所は、損害発生時に X は物品の所有権を保有しているので、Y に対して運送契約
に基づく物品の実質的損害賠償を求める訴訟を提起することができると判示した359。
また、X と B らの間での売買契約、およびそれに基づく X の代金取得は、Y にとって
関係のない他人間の行為（res inter alios acta）であって、X の回復しうる損害の範囲に
は影響しないと述べて、Y の控訴を棄却した360。 










                                                          
359これは、運送契約上の訴権をもつためには、物品の所有権を証明する必要があるという意味では
なく、ただ、物品の所有権が実質的損害を回復するための条件であることを意味しているにすぎな
い（See The Sanix Ace [1987] 1 Lloyd's Rep. 465, p.470）。 
360
 See The Sanix Ace [1987] 1 Lloyd's Rep. 465, p.466, 470. 
361同様の考え方は、Linden Gardens v Lenesta Sludge Disposals Ltd. and others ([1993] 3 W.L.R. 408)事件
の判決にみられる。この事件は、建築請負契約に関するものではあるが、請負人の契約違反によっ
て第三者に与えた損害につき、注文者がその第三者のために請負人に対して損害賠償を求めて訴え
たところ、被告である請負人は The Albazero 事件の判決の立場を引用して抗弁したというものであ









の点からすれば、The Sanix Ace 事件の判決は、The Albazero 事件の判決でとった立場の
例外とみなされうる362。ただし、荷送人が物品の所有権を保有していることが、実質
的損害賠償を求めるための一つの前提条件であることに関しては、両判決の立場が一












か存在している。これらについては次の 2 と 3 で検討することにしよう。 
2 コモン・ロー上の既存の例外法理による対応 
                                                                                                                                                                      
の後の Darlinton Borough Council v Wiltshier Northern Ltd(1995) 1 WLR 68 事件の判決での Steyn 判事
にも支持されている。 
362この点を指摘するものとして、Law Commission Report No.196: Rights of Suit in Respect of Carriage 
of Goods by Sea (1991)（以下 Law Com No 196 として引用する）, n.68, p.17 がある。 
363この点は、The Sanix Ace 事件の Hobhouse 判事が、「（The Albazero 事件の）Diplock 判事の推論
において次のような暗示的理論があり……すなわち、実際に物品上の所有権には、物品の滅失・毀
損による実質的損害を回復する権利がともなっているのである」と述べていたことからも推測する
ことができるであろう。（判旨の引用は The Sanix Ace [1987] 1 Lloyd's Rep. 465, per Mr. Justice 
Hobhouse, p.470 を参照。） 
364
Law Com No 242, para.3.4, p.40 において、受約者が第三者のために提訴するという契約法一般の面
から当該訴訟方式の困難について、同旨の論述がなされている。なお、前述した The Albazero 事件
の Diplock 判事により、この訴訟方式では、荷送人は、荷受人が被った損害につき運送人から回復し
た金額から訴訟のコストを差し引くこと（set off）ができないのみならず、運送人に対して税金に関
する賠償も要求しえないことが指摘されていた（See The Albazero [1976] 2 Lloyd's Rep. 467, per Lord 
Diplock, p.845）。 
365
























                                                          
366本稿第二部の第 1 章の 2（3）を参照。 
367
 See P.S. Atiyah, op. cit. (note 177), pp.345-347. 
368
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.2.26, p.32. この点について、代理人が顕名代理（disclosed 
principal）で他人と契約を締結した場合、本人を契約の当事者とみなすことができるため、それは直
接契約関係原則に反しないという意見がある（See Pollock, Principles of Contracts, 13 th ed.(1950) p.163）。
しかし、もしそれが表見代理となる場合、本人の意思にかかわらず代理の法的効果が本人に及ぶこ
とは、明らかに直接契約関係の原則に違反するとの反論がなされている（See Edwin Peel, Treitel on the 
Law of Contract, 13th ed.(2011) p.677）。 















いる。たとえば、1990 年の Texas Instruments Ltd v Nason Europe Ltd372事件が挙げられ
る。 
本件では、イタリアの売主 A が、物品をイギリスの買主 X まで運送するために、フ
レイト・フォワーダーである Y4と運送契約を締結した。Y4 のイギリスでの代理人 Y1
は、Y2 を第一運送人（first carriers）として雇い入れた。そして、本件物品は Y2 が賃借
したトレーラーに積み込まれたが、そのトレーラーは Y3 の所有するトラックによって
牽引された。その後、トレーラーが Y3 の指示のもとでロンドンのある公営駐車場に一
時放置された間に、その中の物品は盗難にあった。そこで、X が Y らに対して本件訴
訟を提起した。女王座裁判所は、本件物品の運送前に、その所有権はすでに X に移転





                                                          
370
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.2.26, p.33. 
371この点は、新堂・前掲論文（注 191）1526 頁に指摘がある。 
372
 [1991] 1 Lloyd’s Rep. 146. 
373




との間での代理関係の分析を阻害することはない（ The concept of a special 
agreement…will not bar the analysis of agency）」というように理解されている374。 
また、本件の判旨は、荷受人が自己の名において運送人に対して運送契約を強行す
る権利を有することは、1956年国際道路物品運送条約（Convention on the Contract for the 
International Carriage of Goods by Road (CMR) 1956）の 13 条で定められていることにも
言及していた375。 











この考え方を支持した例として、2003 年の East West Corp v DKBS 1912379事件の控訴




                                                          
374この点を指摘するものは、The Albazero [1977] A.C. 774, p.833 である。「代理関係の分析（analysis 
of agency）」については、本稿第一部の第 1 章の 3（2）①を参照。 
375
See The Albazero [1977] A.C. 774, p.833. 
376
 See Sale of Goods Act 1979, s.32 (1). 
377
 See Sale of Goods Act 1979, s.32 (2). 
378
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-003, p.203. 
379
 [2003] Q.B. 1509.本件の事実と判決（主に寄託理論に依拠した）の概要は本章の 2（3）を参照。 
380




いという意見もある。もう一つの関連判例、2008 年の Scottish & Newcastle International 
Ltd v Othon Ghalanos Ltd
381事件の貴族院判決をみてみよう。本件では、りんご酒に関す
る売買契約において、本件物品の運送に関して発行された譲渡不能の船荷証券が、売
主 X により、船積後に直ちに買主 Y に送付されること、および、Y が本船到着後の 90
日以内に物品の代金を X に支払うことが約定されていた。しかし、その後、Y が目的
港で物品を受け取ったにもかかわらず、X に対して物品の代金を支払わなかったので、
X は Y に代金の支払いを求めて訴えを提起した。本件の争点は裁判管轄に関する問題
であったが、X と Y の法律関係について、第三審である貴族院の Mance 判事は次のよ
うに判示した。すなわち、本件運送の船荷証券が、買主 Y を荷受人とした譲渡不能な
もので、かつ、船積みの直後に X から Y に発送するとされていたことから、本件物品
の所有権およびリスクが船積時にすべて Y に移転し、売主 X が船積後もはや物品上の
利益を有しなくなったと判断し、それゆえ、1979 年物品売買法の 32 条 1 項が適用さ











                                                          
381
 [2008] 1 C.L.C. 186. 
382
 See Scottish & Newcastle International Ltd v Othon Ghalanos Ltd [2008] 1 C.L.C. 186, per Lord Mance, 
pp.192, 198, 201. 
383
Scottish & Newcastle International Ltd v Othon Ghalanos Ltd  [2008] 1 C.L.C. 186, p.192. 
384
 See Scottish & Newcastle International Ltd v Othon Ghalanos Ltd  [2008] 1 C.L.C. 186, per Lord Rodger, 
p.193. 
385









約の条項などの分析による387。具体的には、前述した 2008 年の Scottish & Newcastle 

















                                                          
386この点は、Pyrene Co. Ltd v Scindia Navigation Co. Ltd 事件の判決において、Devlin 判事が FOB 契
約のもとでの運送に関する手配の各形態について説明するところからも明らかである（See Pyrene 
Co. Ltd v Scindia Navigation Co. Ltd [1954] 2 Q.B. 402, per Devlin J., p.424.）。 
387この点を指摘するものとして、判例 The Albazero [1977] A.C. 774, p.842, per Lord Diplock、および
Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.4-029, pp.165-166 がある。 
388


























                                                          
390
See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-003, p.203. 
391また、この場合には、本文で前述した 1979 年物品売買法の 32 条 2 項は適用されない（See Guenter 
Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-003, p.203）。 
392




See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-003, pp.203-204. 
395詳細は、本稿第二部の第 1 章の 2（3）① b)を参照。 
396
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-004, p.204. 
397














いる X が A の代理人であると示され、また、船荷証券における物品の荷受人が A の指
図によると記載されていた。そして、運送の途中で、本件物品が買主 B に転売された
が、船荷証券は X に送付された。その後、X は船荷証券をもって物品の引渡を受けた
（このときは、X が B の代理人として行動したと認定された）ところ、物品に損傷が
発見された。そこで、X は Y に損害賠償を求めて単独で仲裁を申し立てた。ここで X
に有利な仲裁判断がなされたため、Y は、X が物品の所有権者ではないから運送契約
上の訴権を有しないこと（筆者注：つまり 1855 年法に規定された訴権の前提条件を満
たさないこと）、および、X と Y の間で仲裁合意が存しないことを主張して訴えを提
起した。これに対して、女王座裁判所は、本件物品の買主 B がすでに権利移転書（letter 
of subrogation）によって、その運送契約上の訴権（仲裁を提起する権利を含む）を X











                                                          
398
 [1985] 2 Lloyd’s Rep. 85. 
399
Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-127, p.309 同旨。 
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of rights）」に限られており、それと同時的な「義務の譲渡（assignment of liabilities）」
については、一般に認められていないことにある407。それゆえ、譲渡理論を海上運送
                                                          
401成文法上の完全なる法的権利（a full legal title）を譲渡する場合は、譲渡証書および債務者宛の書
面による通知が権利の移転に必要であり、衡平法上の権利（an equitable title）を譲渡する場合は、口
頭による通知のみで十分である（See P.S. Atiyah, op. cit. (note 177), p.343）。 
402
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-004, p.204. See also Law Com No 196, 
para.2.13, pp.11-12. 
403たとえば、債務者が元の債権者（権利の譲渡人）との間で口頭の約定により権利に加えた制限な
ど（See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-004, p.205）。 
404
 See P.S. Atiyah, op. cit. (note 177), p.343. 
405
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-004, p.205. 
406
 See Law Com No 196, para.2.13, p.12. 
407
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-004, p.205. See also Robert Merkin, 
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 See Law Com No 196, para.2.13, p.11. 
412
Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-005, p.205. 
413
 Norman Palmer, op. cit. (note 86), para.16.01, p.1131. 
414これは、1992 年法の 2 条 1 項および 5 項（a）号に規定される場合である。 
92 
 
用されたケースがあり、たとえば、2003 年の East West Corp v DKBS 1912415事件がすな
わちその例である。 






務を果たさなかった。そこで、X は Y に対して、船荷証券原本と引き換えでない物品
の引渡しにより生じた損害の賠償を請求して提訴した。Y は、1992 年法の関連規定の
もとで、本件船荷証券が荷受人である銀行に譲渡されたことにともない、運送契約上
の訴権も X から銀行に移転したことをもって、X にはもう運送契約に基づいて本件訴
訟を提起する権利がないと抗弁した。それに対して、二審である控訴院は、1992 年法
のもとで X が運送契約に基づく訴権を有しないことを確認したものの、「X が Y に物
品の運送を委託することで寄託者となり、この寄託関係は、銀行への船荷証券の裏書
譲渡およびそれにともなった付随的権利（attendant rights、筆者注：すなわち訴権）の





ることができると考えられるのであろう416。この点の裏付けとして、2001 年の Borealis 





                                                          
415
 [2003] Q.B. 1509. 
416
 Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-005, p.205 同旨。 
417
 [2002] 2 A.C. 205. 
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418
The Berge Sisar [2002] 2 A.C. 205, per Lord Hobhouse, p.219. 
419この点について、Leigh and Sillavan Ltd v Aliakmon Shipping Co. Ltd (The Aliakmon)事件の貴族院判
決の Brandon 判事は、「もし荷受人（と運送人の間）にも寄託理論が適用できれば、1855 年船荷証
券法の存在する必要性がなくなる」（See The Aliakmon [1986] A.C. 785 at 818, per Lord Brandon）と、
かなり大胆な指摘をしている。なお、Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-005, 
p.205 を参照。 
420




Palmer, op. cit. (note 86), para.16.03, p.1133）。 
423
Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-005, p.206. なお、この寄託関係に対する
承認の詳細について、同書の para.6-014, p.331 以下を参照。 
424単に受寄者が荷渡しの指図を異議なく受け取ることだけでは承認にならないことは、Norman 
























                                                          
425
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-005, p.205. 
426
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.6-014, p.332. 
427
See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-006, p.207. 
428









このような黙示的契約は、それを認定した 1923 年の Brandt v Liverpool, Brazil and 
River Stream Navigation Co. Ltd
432事件の控訴院判決にちなんで、「Brandt v Liverpool 契
約（Brandt v Liverpool contracts）」と呼ばれ433、そして、この理論は「Brandt v Liverpool
理論（doctrine of Brandt v Liverpool）」と称されている434。控訴院は、船荷証券の所持







とはいえ、Staughton 判事によって 1982 年の The Aliakmon439事件の第一審である女
王座裁判所判決で指摘されたように、この理論は、当事者によってしばしば主張され
                                                          
431
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-006, p.207. See also G.H. Treitel, op. 
cit.(note 325), p.164. 
432
 [1924] 1 K. B. 575. 
433
 See Law Com No 196, n.28, p.10. 
434実際に、黙示的契約の理論は早くも 1811 年の判例 Cock v Taylor (1811) 13 East 399 から発足し、そ
の後、1848 年の Stindt v Roberts (1848) 5 D. & L. 460、1883 年の Allen v. Coltart & Co. (1883) 11 Q. B. D. 
782 においても認められていた（See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), n.34, p.207）。 
435その原因は、1855 年法 1 条に規定されている物品所有権移転の要件を満たさなかったからである。
同条の詳細は次章を参照。 
436
 See Brandt v Liverpool [1924] 1 K. B. 575, per Scrutton, L.J., p.595. 
437
 1855 年法の欠陥というのは、運送契約上の権利・義務の移転が、物品の所有権移転に関連付け
られていたことである（詳細は、後に第 3 章で検討する）。 
438
 See Law Com No 196, para.2.12, p.11. 
439
 [1983] 1 Lloyd’s Rep. 203; [1985] 1 Lloyd's Rep. 199; [1986] 2 Lloyd's Rep. 1. 本事件では、控訴審で







の買主 B の間で C＆F 条件の売買契約が締結され、船荷証券の発行日（B/L date）より
180日後に代金を荷為替手形で支払うことが約定されていた。本件物品が本船 Aliakmon
に船積みされた後、運送人 Y は、A の代理人を荷送人、B を荷受人とする無故障船荷
証券を発行した。その後、B は、荷為替手形の決済前に本件物品を転売しようとした
が、その取引銀行に荷為替手形の裏書きが拒絶された。この状況につき、B は A と交
渉した結果、売買契約は次のように変更された。すなわち、B の代金支払時まで A が
運送品処分権を留保することを条件として、A は船荷証券を直接 B に送付することと
なった。その後、B はその船荷証券をもって荷揚港で Y から物品の引渡しを受けたが、














券が目的地で運送人 Y に呈示されたところ、第一の船荷証券の所持人 X1 に対しては
物品の引渡しがなく、第二の船荷証券の所持人 X2 には一部の物品しか引き渡されなか
                                                          
440
 See The Aliakmon [1983] 1 Lloyd’s Rep. 203, per Staughton, J., p.207.本件第一審判決の詳細は次章の
1（2）①iii)を参照。 
441
 See The Aliakmon[1985] Q.B. 350, p.351. 
442
 See The Aliakmon [1986] 2 W.L.R. 902, p.905. 
443
 See G.H. Treitel, op. cit. (note 430), p.298. 
444
 [1989] 1 Lloyd's Rep. 213. 
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イギリス法律委員会の 1991 年報告書によると、黙示的契約理論について、The Aramis
事件における控訴院のこの立場が顧問団の間で広く支持され、同理論は 1855 年法の欠
                                                          
445本件の第一審である女王座裁判所は、X2が船荷証券を呈示して一部物品の引渡しを受けたことに
より、運送人 Y との間での黙示的契約の成立を認め、また、X1が船荷証券を呈示するだけでも、引
渡不能につき損害賠償を求める契約的訴権をもっていると判断した（See The Aramis [1987] 2 Lloyd's 
Rep. 58.）。ところが、本件の控訴審では判断が逆転した（本文の直後を参照）。  
446
 See The Aramis [1989] 1 Lloyd's Rep. 213. 
447







欠如よりも肝心な判断ポイントであるとみられている（詳細は G.H. Treitel, op. cit. (note 325), p.169
を参照）。 





























                                                          
452
 See Law Com No 196, para.2.12, p.11. 
453
 [1985] 1 Lloyd’s Rep.107. 
454
 See The Elli 2 [1985] 1 Lloyd’s Rep.107, per May L.J., p.115.  
455
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-006, p.206. 
456
 See Law Com No 196, para.2.14, p.12. 
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457物品の所有者ではないが、占有に対する直接の権利がある者が運送人に不法行為訴訟を提起した
例は、The Hamburg Star [1994] 1 Lloyd’s Rep. 399 がある。 
458
 See Law Com No 196, para.2.14, p.12. イギリス法のこの原則は、Howard v Shepherd (1850) 
9.C.B.297、Cattle v Stockton Waterworks Co. (1875) L.R. 10 Q.B. 453、The Wear Breeze [1969] 1 Q.B. 219、
および The Elafi [1981] 2 Lloyd’s Rep. 679 などの判例により一貫して認められてきたが、1982 年に、





の相違について、イギリスの貴族院は The Aliakmon [1986] 2 W.L.R. 902 において、The Wear Breeze
事件の立場を確認した。なお、その後の The Mineral Transporter [1986] A.C. 1 事件でも、同様の立場
が踏襲されている。（See G.H. Treitel, op. cit. (note 430), p.299. See also Guenter Treitel & F.M.B. 
Reynolds, op. cit. (note 322), n.32, p.206.） 
459
 See Law Com No 196, para.2.14, p.12. 
460イギリス法では、未特定の物品（unascertained goods）の所有権は、物品が特定される時（通常は
荷揚げされる時）になってはじめて移転されるというルールが存在している（1893 年物品売買法(Sale 
of Goods Act 1893)の 16 条および 1979 年物品売買法(Sale of Goods Act 1979)の 16 条を参照）。 
461
 See Law Com No 196, para.2.14, p.12. 
462























                                                          
463
 [1986] A.C. 785. 本件事実の概要は本章 3（1）を参照。 
464
 See The Aliakmon [1986] 2 W.L.R. 902, per Lord Brandon, p.907. 
465イギリス法における「占有権（possessory title）」の意義は、「占有という事実（in possession）」






占有についての直接な権利（immediate right to the actual possession 
of the goods）を有していることが必要であるとされていた（その理由の詳細に関しては、G.H. Treitel, 
op. cit. (note 430), p.300 を参照）。 
466
 See The Aliakmon [1986] A.C. 785, pp.785-786. 
467純粋な経済的損失は契約的範疇に属している（物理的損失という不法行為的範疇と異なる）。詳
しくは本稿の注 266 を参照。 
468


























                                                          
469運送人の免責・責任軽減条項による抗弁は、イギリス法では一般的に運送契約に基づく請求の場
合しか認められない（ハーグ・ヴィスビ ・ールール 4 条の 2 第 1 項が適用される場合を除く： See John 
F Wilson, op. cit. (note 468), n.142, p.142）。かつて Robert Goff 判事は The Aliakmon 事件の控訴審にお
いて、船荷証券でのこのような条項を不法行為訴訟においても適用させるよう努力したが、彼の見
解は貴族院には受け入れられなかった（See The Aliakmon [1985] Q.B. 350, p.399; [1986] A.C. 785, 
pp.819-820）。 
470
 See John F Wilson, op. cit. (note 468), p.144. 
471




ロパティ（property in the goods）472と訴権の取得とが関連付けられていたこと、および
権利取得と義務負担とが関連付けられていたことの三つの点を確認することにより、
そこから生じた具体的な問題点を考察する。また、それらの問題点に判例を通じて対
応してきた裁判所による 1855 年法の解釈を検討し、それら解釈の限界を示したい。 
このような 1855 年法の問題点を是正するために、現在では同法の改正として、1992
年の海上物品運送法が新たに制定されている。そこで、最後に、この 1992 年法におい
て 1855 年法の問題点がいかに解決されているかを検討することにする。 
1 イギリス 1855 年船荷証券法 1 条 
 イギリスで荷受人の訴権に関する初めての法規定は、1855 年法の 1 条である。す
なわち、「船荷証券上に記載されたすべての荷受人、および船荷証券のすべての被裏
書人に、物品の託送（consignment）または船荷証券の裏書きにともないまたはそれら
により（upon or by reason of）、物品のプロパティが移転されることが予定される場合、
それらの者には、あたかも自分が船荷証券に包含された契約の当事者であるかのよう
に、物品に関するあらゆる訴権が移転・授与され（transferred to and vested in）、かつ、
同様の義務を負担させるものとする」との規定である。 
（1）本条の成立経緯とその文言上の制約 




                                                          
472ここでの“property”について、日本文献では狭義である「所有権」と訳されることが多い。確かに
イギリス法における“property in the goods”は、主に物品の所有権を指しており（See F.H. Lawson & 
Bernard Rudden, op. cit.(note 16), p.57）、また、本章の 1（2）②でみるイギリスの裁判所による本条
の“property”の意義に関する検討からすれば、ここでも「所有権」と翻訳することが妥当なようにも
思われる。しかし、“property”の意義に関しては議論が存在しており、イギリスの学者も 1855 年法
















することを主眼として、イギリスは 1855 年の船荷証券法を制定するに至った479。 









                                                          




 (1845) 14 M. & W. 403. 
477
 See Thompson v Dominy (1845) 14 M. & W. 403, per Parke, B., p.407. 
478前述した Lickbarrow v Mason 事件は、船荷証券の譲渡の効果に関して、物品の所有権（proprietary 
rights）および占有権（possessory rights）の移転しかとりあげておらず、契約的権利について関心を
もっていなかった。この点は、イギリス法で無体財産権の譲渡が認められていなかったことに係わ
っていると思われる（詳細は本稿第二部の第 1 章の 3 を参照）。また、Lickbarrow v Mason 事件の後
も（1855 年法成立以前）、船荷証券の譲渡にともなう運送契約上の権利の移転を認めた判例が一つ
もなかったとの指摘がある（See G.H. Treitel, op. cit. (note 325), p.162）。なお、この点は、1855 年法
の序文にも同じ記述があることからも明らかである。  
479この点を指摘するものとして、G.H. Treitel, op. cit. (note 325), p.163 がある。 









これら 1855 年法 1 条の文言上の制約から生じた問題点の中で、とくに第二点と第三
点は、イギリスの実務界と学界から多くの批判を浴びていた。以下は本条の適用に関




① プロパティ・ギャップ（property gap）に関して 
ⅰ. 問題となる場面 











                                                          
481
Law Com No 196, op. cit.(note 362). この報告書についての詳細は本章の 2(1)を参照。 
482
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-010, p.211. 
483このルールは、現在 1979 年物品売買法の 16 条に規定されている。なお、同条は強行規定である
とされている（See A.H. Hudson, Sales from bulk, [1989] LMCLQ 420, n.6, p.421）。 
105 
 
だ取得していない荷受人は、たとえ船荷証券を所持していても 1855 年法 1 条により訴
権を享有しないことになる484。 
ばら積み物品の運送における荷受人の権利問題について関心を喚起した一つの重要
な判例は、1985 年ロッテルダム地方裁判所（District Court at Rotterdam）が審理した The 
Gosforth
485事件である486。本件では、転売されたばら積み物品の荷受人 X らは、売主 Y
の現地代理人 B が第三者認証機関を通じて発行した荷渡指図書を銀行から買い取って
おり、荷揚港にて物品の引渡しを受けることが予定されていた。しかし、本件物品の
前の買主 A が約定の期限までに売主 Y に物品の代金を支払わなかったので、Y の申請
により、本件物品は荷揚港に到着したときにロッテルダム地方裁判所によって Y の名
義で差し押さえられた。そこで、X らは Y を被告として、自己が本件物品の所有者で
あって、本件物品が X らに引き渡されるべきことを主張し、ロッテルダム地方裁判所









パティは最初から最後まで X らに移転していなかったのである。 
本件の買主（荷受人）X らが提起した訴訟は、運送契約に基づくものではなく、売
主 Y との間での所有権争いに関するものであり、荷受人の訴権問題は直接的な問題と
                                                          
484
 See G.H. Treitel, op. cit. (note 325), p.163. 
485
 S. en S. 1985 Nr 91.  
486この点を指摘したのは See also Law Com No 196, para.1.2, p.1 である。この事件はイギリスの判例
ではないが、審理の際に適用された法律はイギリス法なので、参考にする価値があると思われる。
なお、本件の事実と判旨の概要については B.J. Davenport, Ownership of bulk cargos (The Gosforth), 
[1986] LMCLQ 4, pp.4-7 を参照。 
487商人荷渡指図書の移転は、物品に対する推定的占有権、または物品の引渡請求権を移転させる効
力がないことを判示した判例として、The Julia（[1949] A.C. 293）事件がある（See A.H. Hudson, op. cit. 










れたが489、1992 年法が成立するまでは、結論として、The Gosforth 事件の判決のまま





条により）船荷証券の裏書譲渡の後になるから、原告 X らは 1855 年法 1 条によって
訴権を取得することはないと判示した491。 





 b) 物品のプロパティが物品の託送または船荷証券の裏書譲渡の前に移転した場合 
この場合の例としては、1989 年の Enichem Anic S.pA.v Ampelos Shipping Co. Ltd (The 
Delfini)
494事件が挙げられる。本件では、B が A から買ったオイル（そのプロパティは
                                                          
488
 See Law Commission Working Paper No.112: Rights to Goods in Bulk (1989), para.1.1, 3.4 -3.7, pp.1, 
21-25. 本報告書の詳細は本章の 2 で紹介する。 
489
 See B.J. Davenport, op. cit. (note 486), p.6. 
490
 [1989] 1 Lloyd's Rep. 213. 本件事実の概要は、本稿第二部の第 2 章の 3（1）を参照。 
491
 See The Aramis [1989] 1 Lloyd's Rep. 213, p.214, pp.217-218. 
492




 [1990] 1 Lloyd’s Rep. 252. 
107 
 
船積時に B に移転すると約定）の一部を CIF 条件で X に転売するため、B は船主 Y と
傭船契約を締結した。Y が発行した船荷証券には本件傭船契約が摂取され、また、A
が荷送人とされていた。当該船荷証券は、発行後、直ちに A から B に白地式裏書で譲
渡され、次に B の銀行から X への移転が予定されたが、本船が荷揚港に到着したとき
は、まだ X の手元に届いていなかった。実際に、そのような事態に備えるために、B
と Y の間での傭船契約においては、船荷証券の代わりに、傭船者からの補償状（a letter 
of indemnity）との引き換えで、運送品を引き渡すことができるということが事前に約
定されていた。そこで、B が Y に対して補償状を発行し、Y は船荷証券と引き換えで
なく本件物品を X に引き渡した。その 3 日後に X が物品の代金を B に支払ったが、本
件船荷証券はさらに 8 日後に X に届いた。X は、Y から受け取った物品の量が船荷証










                                                          
495
 See G.H. Treitel, Passing of property under C.I.F contracts and the bills of lading act 1855, [1990] 





に保持しておらず（そもそも B が船荷証券を所持していないから、買主 X への船荷証券到着が遅れ
た）、第二に、B に船荷証券を物品代金担保のために留保する必要がなかった（本件物品の船積前
にすでに X から銀行の支払保証(bank guarantee)を取得しており、なお、荷揚後に間もなく X から物
品の代金全額が支払われた）という二つの事実からすれば、本件物品のプロパティの移転が前述し
た推定的ルールの適用を受けず、船荷証券の移転の前にすでに B から X に移転したといってよいで
あろう。以上の分析については G.H. Treitel, op. cit. (note 495), p.2 を参照。 
497
 See The Delfini [1990] 1 Lloyd’s Rep. 252, p.253. 
108 
 









実際に、イギリスでは、1855 年法 1 条の“upon or by reason of”という文言に関して、
“upon”が疑いなく同時性（contemporaneity）を示していることに異論はないが、“by 




すると解している501。この狭義説は、そもそも 1889 年の Delaurier v Wyllie502事件の判
決の立場に依拠したものである。その後、1919 年の McKelvie v Wallace503事件、1933
年の The St. Joseph504事件、および 1961 年の Gardano & Giampieri v Greek Petroleum 
George Mamidakis & Co.
505事件の判決でも同様の立場がとられていた506。しかし、この
                                                          
498
 See Law Com No 196, para.2.2, p.7. 
499
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-011, p.211. 
500
 See G.H. Treitel, op. cit. (note 495), pp.2-3. 
501これは、Scrutton on Charterparties and Bill of Lading の 19 版までにとられていた立場である。その
後の版では The Delfini 事件の判決を引用して、むしろ裁判所の拡張的解釈の立場を紹介している。  
502








 (1933) 45 Ll. L. Rep. 180. 
505
 [1961] 2 Lloyd’s Rep. 259. 
506












になる。この広義説は、1884 年の Swell v Burdick513事件の判決での Bramwell 判事の見





                                                          
507たとえば、判例 The San Nicholas [1976] 1 Lloyd’s Rep.8, p.13 がそのような立場をとっている。 
508
 See The Delfini [1990] 1 Lloyd’s Rep. 252, per Mustill, L.J., p.274.  
509たとえば The Delfini 事件がそうである（See The Delfini [1990] 1 Lloyd’s Rep. 252, p.253）。 
510これは、Bramwell 判事が Swell v Burdick 事件の判決で挙げた例である（See Swell v Burdick (1884) 10 
App. Cas. 74, per Lord Bramwell, p.105）。 
511実際に、この広義説は Carver 本人の見解ではなく、Carver’s Carriage by Sea の第 9 版の編集者 Raoul 
Colinvaux がはじめて同書において提示した学説であることが指摘されている（See The Delfini [1990] 
1 Lloyd’s Rep. 252, per Purchas, L.J., p.261）。同書では、第 9 版までには Scrutton と同じ狭義説がとら
れていたが、その後の版においては、この広義説が踏襲されてきた（最終版として、Raoul Colinvaux, 
op. cit. (note 25), para.98, p.71 を参照）。 
512
 Carver の著書では、「物品プロパティの移転の実際時間（actual time）が決定的な要素ではない」
と書かれている（See Raoul Colinvaux, op. cit. (note 25), n.13 of para.98, p.71）。 
513
 (1884) 10 App. Cas. 74.この事件の事実の概要は本文後述②を参照。  
514これは、Raoul Colinvaux が Carver’s Carriage by Sea の第 9 版で関連の判旨（Swell v Burdick (1884) 10 
App. Cas. 74, per Lord Bramwell, p.105）を引用して、それを支持していたからである（See The Delfini 
[1990] 1 Lloyd’s Rep. 252, per Purchas, L.J., p.261）。 
515
 [1976] 1 Lloyd’s Rep.8. 
516
 See The San Nicholas [1976] 1 Lloyd’s Rep.8, per Roskill, L.J., p.13.  
517たとえば、1983 年の判例 The Sevonia Team [1983] 2 Lloyd’s Rep. 640 がその例である。 
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のである。その後、この折衷的立場は、前述した 1989 年の The Delfini 事件の控訴院判
決において再び確認された523。 









                                                          
518この点を指摘するものとして、スコットランド法律委員会の審議資料（Discussion Paper No.83: 
Section 16 of the Sale of Goods Act 1979 and Section 1 of the Bill of Lading Act 1855(1989), pp.26 -27, 
para.3.4）がある。 
519
 See The Delfini [1990] 1 Lloyd’s Rep. 252, per Purchas, L.J., p.261. 
520
 [1981] 2 Lloyd's Rep. 679. 
521この点を指摘したのは、G.H. Treitel, op. cit. (note 495), p.3 である。 
522
 See The Elafi [1981] 2 Lloyd's Rep. 679, per Mustill J., p.687. 
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この点に関しては、前章で言及した 1986 年の The Aliakmon527事件の貴族院判決がそ
の代表的な例である。本件第一審である女王座裁判所は、1855 年法 1 条に依拠して、
B は、船荷証券が A から移転されてきたことをもって、Y に対して運送契約上の訴権
を有すると判示した。ところが、第二審である控訴院では、一審の判断が逆転された。
すなわち、A は物品の所有権を留保していたから、船荷証券を B に送付したとしても、
1855 年法 1 条における物品のプロパティ移転の要件を満たさず、B は運送契約上の訴
権を取得することができないと判断された。控訴院のこの立場は、その後の第三審で








の認識が前提となっている。そして、この場合には、1855 年法 1 条はもはや適用され
ない。 
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 See The Aliakmon [1986] A.C. 785, per Lord Brandon, p.809. 傍点は筆者。 


















 「プロパティ」の意義について厳格な解釈を行った最初の判例は、1884 年の Sewell v 
Burdick
532事件の貴族院判決である。本件では、荷送人 A は、船主 X と運送契約を締結
し、ロンドンからロシアのポーチ港までの物品運送を委託した。この運送契約におい
て、運送賃、割増運賃およびその他の支出は目的地で荷受人が支払うこと、および、
この支払義務が履行されない場合に X または X の代理人は物品に対する無制限の留置







                                                          
530
 See G.H. Treitel, op. cit. (note 430), p.297. 
531
 See Law Com No 196, para.3.3, p.29. See also Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322) , 
para.5-011, p.211. 
532





が、1855 年法 1 条における「プロパティの移転」を生じさせたか否かの問題であった。 
本件の原告（二審控訴人、三審被上告人）X は、1794 年の Lickbarrow v Mason 事件533
の判旨を引用し、銀行 Y に対する本件船荷証券の裏書きおよび預け入れは運送中の物












に、原告の主張で引用された Lickbarrow v Mason 事件の判旨について、船荷証券の裏
書きと交付は、必ずしも原告の理解するように物品上の「一般的財産権」を移転させ
るのではなく、取引の目的に応じて物品上の「特別財産権」を移転させる場合にも、
                                                          
533
 (1794) 5 Term Rep. 683. この判例の事実と判旨の概要については本稿第一部の第 2 章の 1（1）を
参照。 
534
(1882-83) L.R. 10 Q.B.D. 363;(1883-84) L.R. 13 Q.B.D. 159; (1884-85) L.R. 10 App. Cas. 74. 
535この主張を支持した Brett 判事および Baggallay 判事は、本件船荷証券の裏書きと預け入れが、物
品上のすべての法的権利（the whole legal title to the goods）を被裏書人 Y に移転し、荷送人にはエク
イティ上の利益（equitable interest）しか残していないと判断した（See Sewell v Burdick (1884) 10 App. 
Cas. 74, p.79）。 


















を負担することもないから、Y には運賃などの費用を X に支払う義務がないとされた。 





し、船荷証券をもって物品上に設定した担保権が害される場合、Sewell v Burdick 事件
の法理のもとでは、船荷証券の質権者である銀行などは、なお①で述べたプロパティ・
ギャップの問題に陥り、1855 年法 1 条による訴権の取得が認められず、結果的に担保
権を実現できないことになってしまう542。 





                                                          
539
 See Sewell v Burdick (1884) 10 App. Cas. 74, per Selborne L.C., p.82. 
540
See Sewell v Burdick (1884) 10 App. Cas. 74, per Selborne L.C., pp.84-85. 
541この点を指摘したものに、Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-011, p.212、
および G.H. Treitel, op. cit. (note 325), p.163 がある。 
542





このような問題の解決は、1855 年法の改正法である 1992 年の海上物品運送法によ
って実現されることになる。 
2 イギリス 1992 年海上物品運送法 
（1）本法制定の経緯 
1985 年に、法律委員会は、一部のばら積み物品の買主の権利に関連する法律を再考
するよう実務界から要請を受けた544。また、前述した 1980 年代の The Gosforth 事件な
どのばら積み物品に関連する一連の判例が提示したイギリス法の問題点を考慮して、
法律委員会は実務界を中心対象としたアンケート等の調査を開始し、1989 年に、「ば
ら積み物品に関連する権利問題の調査報告書」（Law Commission Working Paper No.112: 







                                                          
543
 1855 年法の欠陥のため、黙示的契約理論が、船荷証券の質権者とばら積み物品の荷受人に運送
契約上の訴権を認めるための常用の司法的方策となっていたことが指摘されている（See G.H. Treitel, 
op. cit. (note 325), p.164）。具体的事例は、本稿第二部の第 2 章の 3（1）で述べた Brandt v Liverpool
事件を参照。 
544




（See Law Com No 196, para.1.10, p.4）。 
546
See also Law Com No 196, para.1.3-1.4, p.2. 法改正の提案には、1979 年物品売買法 16 条を修正する
ものと、1855 年法１条を修正するものとの二つがあった。これらの提案の詳細は、See also Law Com 
No 196, para.1.4, p.2 を参照。 
547その原因は、ばら積み物品の問題が当時の多数の商品取引業者の強い関心事であったという認識
と、さらにそのように限定することにより迅速に法改正が実現できるとの期待にあった（See Law 










このように、法律委員会は、海上運送契約上の訴権に関する 1855 年法 1 条の規定を
見直すことが、ばら積み物品のみに関連する 1979 年物品売買法 16 条の修正よりも優
先されるべきことを考慮して550、1991 年に改めて、「海上物品運送に関する訴権問題
の報告書」（Law Commission Report No.196: Rights of Suit in Respect of Carriage of Goods 
by Sea、以下 1991 年報告書という）551を公表するに至った。この 1991 年報告書では、
1855 年法 1 条の欠陥およびそこから生じた問題点、ならびに同法の改正提案が検討さ
れていた。 
以上のような過程を経て、新しい海上物品運送法の草案が法律委員会によって作成
され、1992 年に国会を通過した。この 1992 年法の中心的な内容、および旧法に対す
る重要な変更は、その第 2 条の「船積書類のもとでの権利（Rights under shipping 








                                                          
548
 See Law Com No 196, para.1.7, p.3. 
549
 See Law Com No 196, para.1.5, p.2. 
550
 See Law Com No 196, para.1.8, p.3. 
551この 1991 年報告書を紹介した日本語文献として、小林登「一九九二年英国海上物品運送法につい




まず、本法の適用範囲を定める 1 条 1 項は、「本法の適用対象となる船積書類は、
(a)すべての船荷証券、(b)すべての海上運送状、および (c)すべての船舶荷渡指図書
（ship’s delivery order）を含む」と規定している。そして同様に、船積書類のもとでの






















                                                          
552
 See Law Com No 196, para.5.1, p.39. 
553
ibid. 
554この点を指摘するものとして、小林・前掲論文（注 551）224 頁がある。 
555






られている。第一に、この案は、ばら積み物品の問題と The Delfini 事件の問題のみな















 これは、本章の 1（2）②で検討した 1855 年法のもう一つの問題点である、船荷証
券の質権者が 1855 年法 1 条によって運送契約上の訴権を取得すると、あわせて契約上
                                                          
556残りの二つの提案は、前述した 1855 年法 1 条についての広義説と同内容のものと、荷受人の訴権
取得の基準である物品の「プロパティの移転」を「リスクの移転」に変更するものであった。それ





 See Law Com No 196, para.2.22, p.15. 
559
 See Law Com No 196, para.2.22, p.15.  
560
 See Law Com No 196, para.2.22, p.15. なお、アメリカおよびヨーロッパのいくつかの国における























                                                          
561このような船荷証券質権者の訴権と義務の問題が、1992 年法による改正の主眼であったことにつ





Com No 196, para.3.5-3.14, pp.30-32 を参照）。 
563詳細は、Law Com No 196, para.3.9, pp.30-31 を参照。 
564
 See Law Com No 196, para.3.9, p.31. 
565本稿の注 518、545 を参照。 
566





























































































最後に、第 3 章では、まず荷受人の訴権問題の立法的解決を意図した 1855 年船荷証
券法の 1 条をとりあげた。同条は、一定条件のもとで船荷証券上の荷受人またはその
被裏書人に直接に訴権を与えており、これにより荷受人の訴権問題をある程度緩和す































                                                          
568この点を指摘するものとして、Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-012, 
p.213 がある。 
569これらの問題点の指摘は、すでにイギリス法律委員会の 1991 年報告書の最後に掲載された反対意
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